
証券コード
平 成 年 月 日

株 主 各 位
大阪市北区中之島 丁目 番 号

関 西 電 力 株 式 会 社
取締役会長 森 詳 介

第 回定時株主総会招集ご通知

拝啓 株主のみなさまには、常日頃、格別のご高配を賜わり厚くお礼申しあげ
ます。
さて、当社第 回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席
くださいますようお願い申しあげます。
なお、議決権の行使につきましては、 頁から 頁に記載の 議決権の行使に

ついてのご案内 をご確認のうえ行っていただきますようお願い申しあげます。
敬 具

記

．日 時 平成 年 月 日（水曜日） 午前 時
．場 所 大阪市北区茶屋町 番 号

梅田芸術劇場

・開催場所が昨年と異なりますので、末尾の 会場ご案内図
をご参照のうえ、お間違いのないようお願い申しあげます。
・開会時刻間際には会場受付が大変混雑いたしますので、お
早めのご来場をお願い申しあげます。

．目的事項
報告事項 平成 年度（平成 年 月 日から

平成 年 月 日まで）事業報告の内容、連結
計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件
平成 年度（平成 年 月 日から

平成 年 月 日まで）計算書類の内容報告の件
決議事項

会社提案（第 号議案および第 号議案）
第 号議案 剰余金の処分の件
第 号議案 取締役全員任期満了につき 名選任の件



株主（ 名）からのご提案（第 号議案から第 号議案まで）
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件

株主（ 名）からのご提案（第 号議案から第 号議案まで）
第 号議案 剰余金の処分案の件
第 号議案 取締役解任の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件

株主（ 名）からのご提案（第 号議案から第 号議案まで）
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件

株主（ 名）からのご提案（第 号議案から第 号議案まで）
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件

株主（ 名）からのご提案（第 号議案）
第 号議案 定款一部変更の件

株主（ 名）からのご提案（第 号議案から第 号議案まで）
第 号議案 取締役 名選任の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件



株主（ 名）からのご提案（第 号議案および第 号議案）
第 号議案 定款一部変更の件
第 号議案 定款一部変更の件

上記の会社提案（第 号議案および第 号議案）および株主か
らのご提案（第 号議案から第 号議案まで）にかかる議案の
内容等は 頁から 頁に記載のとおりであります。

以 上

・当日ご出席の方は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場
受付へご提出ください。また、当日は本招集ご通知をお持ちくださ
いますようお願い申しあげます。

・株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書
類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（ ）に掲載させていただきます。
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．主な設備

完
新

成

消去
総額

億
億

の新増設工

〔太陽光
設 堺太陽

〔水 力

事等

発 電

〕
光発電所

〕

円
円

設 備

（ ）

新

継
続
中 設

更

大滝発
（平成

設 〔火 力

電所
年 月 日
〕

姫路第

〔火 力
備 姫路第
新

〔火 力

一発電所ガス

〕
二発電所第

〕

で一
（ ）
部運転開始）

タービン第

号機 第 号

、 号機
（各 ）

機
（各 ）

復 旧 海南発電所第 号機 （ ）



資金調達の

．社 債

（注）償
を含

状況

発 行

還額には、スイ
んでおります

額

ス フラン債
。

億スイス

償 還
億円

フラン（ 貨換

額

算 億円）

．借入金

．コマーシ

借 入 額
億

ャル・ペー

発 行
億

円

パー

額
円

返 済
億円

償 還
億円

額

額

財産および

区

売
（営 業
経 常
当 期
株当た
総

損益の状況

分

の推移

平成 年度
（第 期）

上 高
収 益）
利 益

純 利 益
り当期純利益
資 産

億円

億円
億円
円

億円

平成 年度
（第 期）

平成 年度
（第 期）

億円

億円
億円
円

億円

億円

億円
億円
円

億円

平成 年度
（当期）

億円

億円
億円
円

億円

（注） ．平成 年度
電力料の増加
を計上するこ

は、燃料価格の
などから経常費
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力料が増加し

社からの購入
び当期純損失

格の低下の影
たことなどか
いたしました。
力量の増加に
る会計基準の
は減少いたし

格の上昇の影
たことなどか

ら、経常費用
なりました。

が増加し、経常損失および当期純損失を計上することと



重要な子会

会

株式会

社および関連会社の状況

社 名

社ケイ オプティ

資 本

コム 億

金 出資比

円

率 主要な

電気通信
ンターネッ
ス、法人％

事業内容

事業（個人向イ
ト接続サービ
向通信サービ

株式会社

株式会

関電エネルギーソリュー

社ケイ・キャ

ション

ット

ス）、電気
託、電気通

ガス販売代
リティ（電
備の建設・
運転保全サ

事業
（ によ
ト接続サー

通信業務の受
信設備の賃貸

行、ユ ティ
気・熱源）設
保有を含めた
ービス

、電気通信事業
るインターネッ
ビス）

関電不

株式会社

株式会社

関電プ

動産株式会

かんでんエンジニア

社

リング

日本ネットワークサ

ラント株式会

都市開発株式

ポート

社

会社

不動産の分

電力流通・
信設備の保

配電資機材

火力・原子
保全、工事

ビル開発、
化事業

譲、賃貸、管理

電気・情報通
全、工事

の製造、販売

力プラントの

住宅分譲、緑

ファシ

関電システ

リティマネジメント株式会社

ムソリューションズ株式会社

オフィスビル
病院等の施
場運営管理

情報システ
計、構築、
および情報
するコンサ

環境・土木

・商業施設・
設管理、駐車

ムの企画、設
保守運用管理
システムに関
ルティング

・建築に関す
株式会社環境総合テクノス る調査、分

ティング、
析、コンサル
工事



会

株式会

日 本

社 名

社関電

原 燃 株 式 会

資 本

億

社

金 出資比

円

率 主要な

リース、自％ 険代理店

ウラン濃縮
事業、廃棄
廃棄物埋設

事業内容

動車整備、保

事業、再処理
物管理事業、
事業

株 式

株式会

サンロケ

（注）

会 社 き ん で ん

社エネゲー

パワー コーポレー

． 印は持分
．出資比率に

ト

ション （億フィリピン

法適用の関連会
は、間接所有分

電気・情報
連工事

電力量計の

ペソ）

社であり、他
を含んでおり

修理、取替
御機器の製

フィリピン
発電事業

はすべて子会社
ます。

通信・環境関

製造、販売、
および電気制
造、販売

における水力

であります。

主要な事業

当社グル
設備や技術・
る 情報通信
提供する
サポートす
発をはじめと
で、重点的に

内容

ープは、 電気事業 を中
ノウハウを
事業 のほ
総合エネルギ
る生活関連サ
する不動産
事業展開し

多面的に活用
か、お客さま
ー 、お客さ
ービスおよび
関連サービス
ております。

核として、当社グループの
し、総合的な
に最適なエネ
まの安全・安
先進的な省
を提供する

情報通信サー
ルギー・ソリ
心、快適・便
のマンショ
生活アメニテ

保有する通信
ビスを提供す
ューションを
利なくらしを
ンやビルの開
ィ の各分野

主要な事業

．当社の主
事業所
本店
支店
京都
支店

所等

要な事業所および発電所

（大阪府大阪
（大阪府大阪
市）、神戸支
（滋賀県大津

市）、原子力事
市）、大阪南支
店（兵庫県神
市）、和歌山支

業本部（福
店（大阪府
戸市）、奈良支
店（和歌山

井県三方郡美
大阪市）、京都
店（奈良県奈
県和歌山市）、

浜町）、大阪北
支店（京都府
良市）、滋賀
姫路支店（兵

庫県姫
北陸支

路市）、東京
社（富山県

支社（東京都
富山市）、火力

千代田区）、東
センター（

海支社（愛知
大阪府大阪市

県名古屋市）
）

、



発電所
水力発
喜
木曽
音沢

火力発
堺港

電所（出力
山（京都府
、読書（以上
、黒部川第
電所（出力
、南港、多奈

以
）、奥吉野（奈良
長野県）、丸山
四（以上富山

川第二（以上

上）
県）、大河内
、下小鳥（以
県）
以上）
大阪府）、舞

、奥多々良木（
上岐阜県）、新

鶴（京都府）、

以上兵庫県）
黒部川第三

海南、御坊（以

、
、

上和
原子力
美浜

太陽光
堺太

．重要な子
株式会
株式会
株式会

歌山県）、姫
発電所
、高浜、大

路第一、姫路

飯（以上福井
発電所
陽光（大阪
会社の本店
社ケイ・オ
社関電エネ
社ケイ・キ

府）
所在地
プティコム（
ルギーソリュ
ャット（大阪

第二、相生

県）

、赤穂（以上

大阪府大阪市
ーション（大
府枚方市）

）
阪府大阪市）

兵庫県）

関電不
株式会
株式会
関電プ

関電シ
株式会
株式会

動産株式会
社かんでん
社日本ネッ

社（大阪府大
エンジニアリ
トワークサポ

ラント株式
都市開発株
ファシリテ
ステムソリ
社環境総合
社関電

会社（大阪府
式会社（大阪
ィマネジメン
ューションズ
テクノス（大
（大阪府大

阪市）
ング（大阪府
ート（大阪府

大阪市）
大阪市）

大阪市）
府大阪市）
ト株式会社
株式会社（兵
阪府大阪市）
阪市）

（大阪府大阪市
庫県西宮市）

）

使用人の状

区

電

情報

その

合

況

分

気 事 業

通信事業

他の事業

計

使用人数

名

前年度末比増減

名

（注）使用人数は就業人員であり、休職者等を除いております。



主要な借入

株式会

株式会社

株 式 会

先

借 入

社日本政策

みずほコーポ

社 三 井 住

先

投資銀行

レート銀行

友 銀 行

借入金残高

億円

株式会

住 友 信

日 本 生

（注）住友
信託銀
行株式

．会社の株式
発行可能株

社三菱東京

託 銀 行 株

命 保 険 相

銀行

式 会 社

互 会 社

信託銀行株式
行株式会社と
会社となりま

に関する事

式総数

会社は、中央
、平成 年
した。

項

億

三井信託銀行
月 日付をも

万

株式会社、中央
って合併し、三

株

三井アセット
井住友信託銀

発行済株式
株主数
大株主

大

日 本 生

の総数 億

株 主

阪

命 保 険 相

名

市

互 会 社

万
万

株
名

当

持 株

社への出資状

数

千株

況

出資比率

％

日本トラステ

神

日本マスタ

関 西

株式会社

株 式 会

株式会

ィ・サービス信託銀行

戸

ートラスト信託銀行株

株式会社（信託口）

市

式会社（信託口）

電 力 持

みずほコーポ

社 三 井 住

社三菱東京

株 会

レート銀行

友 銀 行

銀行

（注）出資比率は、自己株式（ 株）を控除して計算しております。



．会社役員に
取締役およ

地

関する事項

び監査役の

位 氏

氏名等

名 担 当 重要な

全日本
社外取

兼職の状況

空輸株式会社
締役

取締役

取締役

取締役

会長 森 詳 介

社長 八

副社長 井

木 誠

人
狩 雅 文 立

阪急阪
ングス
取締役

材活性化室担
地室担当、経

公益社
済連合

電気事

株式会
ルハー

当、
株式会

営監

神ホールディ
株式会社社外

団法人関西経
会会長

業連合会会長

社かんでんエ
ト取締役社長
社きんでん社

取締役

取締役

査

副社長 生

副社長 豊

電
グ

駒 昌 夫 部
国

松 秀 己 原

室担当、業務
外監査

全般
社会福
ん福祉

力流通事業本
ループ経営推
長
際室担当、業務

子力事業本部

部
進本 東洋テ

社外取
全般

株式会
長

外監査

役
祉法人かんで
事業団理事長

ック株式会社
締役

社きんでん社
役

取締役

常務取

常務取

常務取

常務取

副社長 香

締役 廣

川 次 朗 お

経
江 譲

担

締役 橋

締役 迎

締役 土

研
本 徳 昭

木

陽 一 燃

電
長

井 義 宏

客さま本部長

理室担当、総
当、購買室担

務室
当

究開発室担当
建築室担当

料室担当

力流通事業
、経営改革・

、土

本部

本
行
部長
為規制担当



地

常務取

位 氏

締役 白

名

原
理井 良 平 原
担

企

担 当

子力事業本部

子燃料サイク
当（原燃契約

画室担当、原

重要な

長代

ル室
）

子燃

兼職の状況

常務取

常務取

常務取

取 締

締役 岩 料根 茂 樹 イ
保

締役 岩

締役 八

役 川

火谷 全 啓 環

地嶋 康 博 当

公邊 辰 也 済

サイクル室担当
クル事業）、原
全改革推進室

（サ
子力

力事業本部長
境室担当

域共生・広報
、秘書室担当

益社団法人関
連合会専務理

室担

西経
事

取 締

取 締

役 稲 電田 豊 事

役 井 上 礼 之

気事業連合
・事務局長

会理

ダイキン
社取締
阪急阪
グス株
締役
公益社
済連合

近畿日

工業株式会
役会長兼
神ホールディン
式会社社外取

団法人関西経
会副会長

本鉄道株式会

取 締

取 締

役 辻 井 昭 雄

役 玉 越 良 介

社相談
日野自
社外監
株式会
プレス社

株式会

テンプ
グス株
査役

役
動車株式会社
査役
社近鉄エクス
外取締役

社三菱東京
銀行特別顧問
ホールディン
式会社社外監

締役
取



地

常任監

常任監

常任監

位 氏

査役 神

査役 田

査役 泉

名

野 榮 （

村 康 生 （

正 博 （

担 当

常勤）

常勤）

常勤）

重要な

日立造
外監査

兼職の状況

船株式会社社
役

監 査 役 土 肥 孝 治

弁護士
積水ハ
社外監
阪急阪
ングス
監査役
阪急電
外監査
カワセ
サプラ

ウス株式会社
査役
神ホールディ
株式会社社外

鉄株式会社社
役
コンピュータ
イ株式会社社

監 査

監 査

監 査

（注）

役 森 下 洋 一

役 吉

役 槇

． 印は代表

村 元 志

村 久 子

取締役でありま

外監査

パナソ
社相談

す。

トヨタ
社社外

京都女
同大学

役

ニック株式会
役
自動車株式会
監査役

子大学教授、
院教授

．取締役井上
社外取締役で
．監査役土肥

礼之、取締役辻
あります。
孝治、監査役

槇村久子の各
．当社は、社
融商品取引所
．常任監査役
理室長を歴任
するものであ

氏は、社外監査
外取締役および
の定める独立役
田村康生氏は、
するなど、財務
ります。

井昭雄および

森下洋一、監

取締役玉越良

査役吉村元志お
役であります
社外監査役全
員として指定
当社経理室マ
および会計に

。
員を、当社が
し、届け出てお
ネジャーおよ
関する相当程

介の各氏は、

よび監査役

上場する各金
ります。
び執行役員経
度の知見を有

．社外取締役
な関係はあり

および社外監査
ません。

役の重要な兼職先と当社との間には特別



．当事業年度中の取締役の地

氏

井 狩 雅

生 駒 昌

豊 松 秀

香 川 次

名 新

文 取締役

夫 取締役

己 取締役

朗 取締役

位の異動は次のとおりであり

副社長 常務

副社長 常務

副社長 常務

副社長 常務

旧

取締役 平成

取締役 平成

取締役 平成

取締役 平成

ます。

異動年月日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

廣 江

．平成 年

譲 常務取

月 日付をもっ
ました。

氏

岩 根 茂

．平成 年
ました。

名 新

樹 取締役

月 日付をもっ

締役 取

て次のとおり

締 役 平成

（ 印
取締役の地位

副社長 常務

（ 印は代表
て次のとおり

旧

取締役

取締役）
取締役の担当

年 月 日

は代表取締役
の異動があり

）

が変更となり

地 位

取締役副社

氏

長 香 川 次

取締役副社

常務取締

長 岩 根 茂

役 八 嶋 康

名

総合企
朗

担

画本部（地域エ
お客さ

総合企
樹 原子燃

事業）

博 広報室

ま本部長

画本部長
料サイクル室担

担当、秘書室担

（ 印

当

ネルギー部門）

当（サイクル

当

は代表取締役）

取締役およ

取 締

監 査

（注）

び監査役の報酬等の額

役

役

．上記には第
名および監査

名 百万

名 百万

回定時株主総
役 名に対する

（うち社外円

（うち社外円

会の終結の時
報酬額を含め

取締役 名

監査役 名

をもって退任
ております。

百万円）

百万円）

した取締役

．当事業年度
たしました。

に係る取締役賞与につきましては、支給しないこととい



当事業年度

区 分

．株主総会の決議による役員
取締役 月

監査役 月

における社

氏

額 百万円以

額 百万円以

外役員の主な

名

報酬額は次のとおりでありま
内（使用人兼

含まない
内

活動状況

当事業年度に

務取締役の使用
。）

おける主な活

す。
人分給与は

動状況

社外取締

社外取締

社外取締

役 井 上
当事業

礼 之 に出席
言を行

役 辻 井

役 玉 越

当事業
昭 雄 に出席

言を行

当事業
良 介 出席し

ら発言

当事業

年度に開催し
し、主に企業
っております

た取締役会
経営者として
。

年度に開催し
し、主に企業
っております

年度に開催し
、主に金融機
を行っており

年度に開催

た取締役会
経営者として
。

た取締役会
関の経営者と
ます。

した取締役会

回のうち 回
の見地から発

回のうち 回
の見地から発

回のすべてに
しての見地か

回のうち

社外監査

社外監査

社外監査

役 土 肥 回、ま孝 治 に弁護
おりま

役 森 下

役 吉 村

当事業
回、ま洋 一 に企業
ります

平成
回およ元 志 行政経
地から

た監査役会
士としての専
す。

回のうち 回
門的見地から

年度に開催
た監査役会
経営者として
。

年 月 日就
び監査役会
験者および企
発言を行って

した取締役会
回のうち 回
の見地から発

任後に開催し
回のすべてに
業経営者とし
おります。

に出席し、主
発言を行って

回のうち
に出席し、主
言を行ってお

た取締役会
出席し、地方
ての幅広い見

社外監査

．会計監査人

会計監査人
有限責任監

役 槇 村

平成
回およ久 子 経験者

の状況

の名称
査法人トー

ります

マツ

年 月 日就
び監査役会
としての幅広

任後に開催し
回のすべてに
い見地から発

。

た取締役会
出席し、学識
言を行ってお

当事業年度
．当社が支

に係る会計
払うべき会

監査人に対す
計監査人とし

る報酬等の額
ての報酬等の額 百万円



．当社およ

（注）

び当社子会社が支払うべ

．当社と会計
と金融商品取
実質的にも区
ております。
．当社の重要
社関電エネル

監査人との間の
引法に基づく監
分できないため

な子会社である
ギーソリューシ

き金銭その他の財産上の利

監査契約にお
査の監査報酬
、 の金額に

、株式会社ケ
ョン、株式会

いて、会社法
等の額を区分
はこれらの合

イ・オプティ
社ケイ・キャ

益の合計額
百万円

に基づく監査
しておらず、
計額を記載し

コム、株式会
ット、関電不

非監査業務
当社は、会

（非監査業務
導業務 、 送
手続き業務
委託し対価を

会計監査人

動産株式会社
類の監査は、

の内容

および株式会社
監査法人浩陽会

計監査人に
）である
配電部門収
および グ
支払ってお

の解任また

対して、公認
国際財務報告
支計算書に係
ル プ会計方
ります。

は不再任の決

かんでんエン
計社が行って

ジニアリング
おります。

会計士法第
基準（
る超過利潤等
針統一に関す

定の方針

条第 項の業
）適用に関
管理表に対す
るコンサルタ

の計算関係書

務以外の業務
する助言・指
る合意された
ント業務 を

．当社は
計監査人の
計監査人を
．当社は
たは会計監
会計監査人
任または不

．取締役の職

、会計監査人
解任が相当
解任するこ

が会社法第
であり、かつ
とといたしま

、会計監査人
査人として
の解任また
再任を目的

務の執行が

が会社法第
の信頼を損な
は不再任を相
とする議案を

法令および定

条第 項各
緊急性を有す
す。

号のいずれか
ると判断した

条第 項各
う事情がある
当と判断した
株主総会に提

款に適合す

号のいずれか
ことその他の
場合には、会
出することと

ることを確

に該当し、会
場合には、会

に該当し、ま
事由により、
計監査人の解
いたします。

保するための
体制その他業

当社は上記の

当社は、事業
実現するため、
効性の高いもの

取締役の職
当社は、株

各種委員会を

務の適正を

体制に関し

確保するため

、取締役会に

運営の透明
次のとおり
とするべく

務の執行が
主総会から
置き、職務

性・健全性を
、業務の適正
、継続的な改

法令および定
経営の負託を
の執行を適正

の体制

おいて次のとおり決議して

確保しつつ、
を確保するた
善に努めるも

款に適合する
受けた取締役
に行うととも

持続的な企業
めの体制を定
のとする。

ことを確保す
会のもとに、
に、監査役、

おります。

価値の向上を
め、これを実

るための体制
常務会および
監査役会およ

び会計監査人
れの立場から

を置き、職
確認する体

務の執行が適
制をコーポレ

法・適正かつ
ート・ガバナ

妥当であるこ
ンスの基本と

とを、それぞ
する。



取締役は
行動憲章

職務の執行を
取締役会は

に取締役の職
監査役は、

事項に関する

、 関西電力グループ経営
等に定め
律し、率先
、経営上の
務の執行状
取締役会な
説明を聴取

た経営の基本
してこれを実
重要な事項に
況等に関する
どの重要な会
するとともに

ビジョン および 関西電
的方向性や行
践する。
ついて審議・
報告を受け、
議体に出席し
、主要な事業

動の規範に従

決定するとと
取締役を監督
、取締役から
所の業務およ

力グループ
って、自らの

もに、定期的
する。
経営上の重要
び財産の状況

を調査するな
行う。
また、会計

な作成の観点

取締役の職
取締役は、

務の執行に係
保存、管理す

損失の危険

ど、取締役

監査人は、

の職務執行に

会社から独立
から会計監

務の執行に
取締役会な
る情報につ
る。

の管理に関

査を行う。

係る情報の保
どの会議体に
いて、法令お

する規程その

ついて適法性

した立場で、

・妥当性の観

計算書類等の

存および管理
おける議事録
よび社内規程

他の体制

に関する体制
および業務決
に基づき、適

点から監査を

適法かつ適正

定文書等の職
正に作成し、

事業活動に
的に管理する
に応じてリス
箇所に対して
さらに、リ

動に伴うリス
内部監査組

的に監査を行

取締役の職

伴うリスク
ことを基本
クの分野ご

については、
とし、組織横
とに専門性を

、助言・指
スクを統括
クを適切な
織は、リス
う。

務の執行が

導を行う。
的に管理する
レベルに管理
クの管理体制

効率的に行わ

社内規程に基
断的かつ重要
備えたリスク

づき、職務執
なリスクにつ
管理箇所を定

委員会におい
するよう努め
およびリスク

れることを確

て、当社グル
る。
の管理状況に

保するための

行箇所が自律
いては、必要
め、職務執行

ープの事業活

ついて、定期

体制
取締役の職

および指揮命
また、取締

いて、役付取

使用人の職
取締役は
行動憲章

コンプライア
めることによ

務の執行に
令系統を定
役会が決定

ついては、社
めることにより、
した方針に基

締役により

務の執行が
、 関西電力
等の経営
ンスに係る
り、使用人

構成する常務

法令および定款
グループ経営
の基本的方向
委員会等の活
の職務の執行

内規程におい
迅速かつ効
づく重要な職

て、職務権限
率的な執行体制
務の執行に関

会において、

に適合するこ
ビジョン お
性や行動の規
動を通じて、
の法令等への

原則として毎

とを確保するた
よび 関西電
範について、
浸透、定着さ
適合を確保す

と責任の所在
を確保する。
する事項につ
週審議する。

めの体制
力グループ

および
せ、遵守を求
る。

また、使用
を受け付ける

人等から、
コンプライ

コンプライア
アンス相談制

ンス上疑義の
度を整備し、

ある行為等に
その運用に当

ついて申し出
たっては、相



談者の秘密保
内部監査組

性・有効性等
会において、

当社および
取締役は

力グループ

護や不利益取扱いの排除
織は、法令
の監査を定
公正かつ適正

子会社から
、子会社に対

行動憲

等の遵守状況
期的に行うと
な立場から内

成る企業集団に
して、 関西
章 等の経営

等に留意する。
、その他使用
ともに、社外
部統制の有効

おける業務
電力グループ
の基本的方向

人の職務の執
の有識者の参
性について審

の適正を確保す
経営ビジョン
性や行動の規

行に係る適正
加も得た委員
議、評価する。

るための体制
や 関西電
範について、

浸透を図ると
律的な管理体
確保する。
また、子会

経営状況の定
未然に防止す
内部監査組

監査を行う。

監査役の職

ともに、子
制の整備を

会社管理に係
支援、指導す

社における
期的な把握
るよう努め
織は、子会

務を補助す

重要な意思決定
を行うことに
る。
社を含む当社

べき使用人に

る社内規程に
ることにより

基づき、子会
、企業集団の

については
より、グルー

グループの業

関する事項

、事前に関与す
プ全体の企業

務執行につい

社における自
業務の適正を

るとともに
価値の毀損を

て、定期的に

、

取締役は、
ために、監査
員を配置する

監査役の職
監査役およ

役の指揮命令
も行わない。
役の意向を尊

取締役およ

監査役の求
実務、監査
。

めに応じて、
役会の運営等

務を補助す
び監査役会
を受けず、
また、当該
重する。

び使用人が

べき使用人の
の職務を補佐
当社グループ
組織の使用人

監査役に報告

監査役および
を担当する専

監査役会の職
任組織を設置

取締役からの
する専任組織
の職務の執行
の配置、異動

するための体

独立性に関す
は、監査役直
に係るいかな
、評価に当た

制その他の監

務を補佐する
し、必要な人

る事項
轄とし、取締
る職位の兼務
っては、監査

査役への報告
に関する体制
取締役およ

ことを発見し
経営、業績に
について、監

その他監査
取締役およ

るとともに、
より、監査の

び使用人は
たときは、

、当社に著し
直ちに監査役に

係る重要事
査役に報告

役の監査が
び使用人は
監査役の求
実効性を確

項、社内外へ
する。

実効的に行わ
、社内規程に
める諸資料、
保する。

い損害を及ぼ
報告すると

すおそれのあ
ともに、社内規

の開示事項、

れることを確
基づき、監査
情報について

重要な法令違

保するための
役による監査
、遅滞なく提

る事実がある
程に基づき、
反等の事実等

体制
業務に協力す
供することに



資

科

連

産 の 部

目 金

結 貸 借

平成 年

額

百万円

対 照 表

月 日現在

負 債 及

科

び 純 資 産

目

の 部

金 額

百万円

固
電

定 資
気 事 業
水 力 発
汽 力 発

そ

原 子 力
送 電
変 電
配 電
業 務
その他の電気
の 他 の

産
固 定 資 産
電 設 備
電 設 備
発 電 設 備
設 備
設 備
設 備
設 備

事業固定資産
固 定 資 産

固 定 負
社
長 期 借
退 職 給 付

債
債

入 金
引 当 金

使用済燃料再処理
使用済燃料再処理等
資 産 除 去
繰 延 税 金
そ の 他 の 固

流 動 負
年以内に期限到来

等引当金
準備引当金
債 務
負 債
定 負 債
債

の固定負債
固

核

定 資 産
建設仮勘定及

燃

投

装 荷
加 工 中
資 そ の
長 期
使用済燃料再
繰 延 税
そ の 他

仮 勘 定
び除却仮勘定

料
核 燃 料
等 核 燃 料
他 の 資 産
投 資

処理等積立金
金 資 産

の 投 資 等

短 期 借
コマーシャル・
支払手形及び

入 金
ペーパー
買掛金

未 払
そ の 他 の 流

引 当
渇 水 準 備

負 債 合

株 主 資

税 金
動 負 債
金

引 当 金
計

本

流
貸 倒 引 当
動 資

現 金 及
受取手形
た な
繰 延 税
そ の 他 の
貸 倒 引 当

金（貸 方）
産

び 預 金
及び売掛金
卸 資 産
金 資 産
流 動 資 産
金（貸 方）

資 本
資 本 剰
利 益 剰

金
余 金
余 金

自 己 株
その他の包括利益累
その他有価証券評
繰 延 ヘ ッ ジ
為 替 換 算 調

少 数 株 主 持
純 資 産 合

式
計額
価差額金
損 益

整 勘 定
分
計

合 計 合 計



費

科

連

用 の 部

目 金

結 損 益
平成 年
平成 年

額

百万円

計 算 書
月 日から
月 日まで

収 益

科

の

目

部

金 額

百万円

営

電

そ

業 費

気 事 業

の 他 事 業

営

営

支

そ

業

業 外

払

の 他 の 営

用

営 業 費 用

営 業 費 用

損 失

費 用

利 息

業 外 費 用

（ ）

営 業 収

電 気 事 業 営

そ の 他 事 業 営

益

業 収 益

業 収 益

営 業 外 収

受 取 配

受 取 利

持分法による投

そ の 他 の 営 業

益

当 金

息

資利益

外 収 益

当

当

期 経 常 費

期 経

渇水

渇

税

法

準備金引当又

水 準 備

金等調整前

人 税

用 合 計

常 損 失

は取崩し

金 引 当

当期純損失

等

当 期 経 常 収 益 合 計

法

法

少数

人

人 税 等

株主損益調整

少

当

数 株 主

期 純

税 等

調 整 額

前当期純損失

利 益

損 失



当連結会計年度期首

連結株

資 本

残高（百万円）

主資本
平成 年
平成 年

金 資本

等変動計算書
月 日から
月 日まで

株 主 資

剰余金 利益剰余金

本

自 己 株 式 株主資本合計

当 連

剰

結 会 計 年

余 金 の

当

連結子

自

自

利益剰

期 純

会社の決算期変

己 株 式

己 株 式

余金から資本剰

度 変 動 額

配 当

損 失

更に伴う変動

の 取 得

の 処 分

余金への振替

株主資

当連結

当連結

本以外の項目の当連結会

会計年度変動額

会計年度末

当連結

当 連

会計年度期首

結 会 計 年

計年度変動額（純額）

合計（百万円）

残高（百万円）

その他有
券評価差

残高（百万円）

度 変 動 額

その他の

価証
額金

繰延ヘッ
損

包括利益累計額

ジ
益

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他
益累

の包括利
計額合計

少 数

持

株 主

分

純 資 産

合 計

剰

当

連結子

余 金 の

期 純

会社の決算期変

自

自

利益剰

株主資

当連結

己 株 式

己 株 式

余金から資本剰

本以外の項目の当連結会

会計年度変動額

配 当

損 失

更に伴う変動

の 取 得

の 処 分

余金への振替

計年度変動額（純額）

合計（百万円）

当連結会計年度末残高（百万円）



．連結計算書類
連結の範囲
連結子会社
主要な連結

連

の作成のための基本
に関する事項
の数 全
子会社の名称

結 注
平成 年
平成 年

となる重要

子会社
ケイ オプ

記 表
月 日から
月 日まで

な事項に関する注

社
ティコム、 関電エ

記等

ネルギーソリューション、

当連結会計
持分法の適
．持分法を
関連会社
会社の名

ン
ケイ キャ
グ、 日本
都市開発
ス

年度中の合併により
用に関する事項
適用した関連会社
の数
称 日

コ

テムソリュ

社を連結

社
本原燃 、
ーポレーシ

ット、関電不動産
ネットワークサポ
、 ファシリ

、 かんで
ート、関電プ
ティマネジメ

ーションズ 、

の範囲から除外し

きんでん、 エネ
ョン

環境総合テク

ている。

ゲート、サン

んエンジニアリ
ラント 、
ント 、関電シ
ノス、 関電

ロケ・パワー・

．持分法を
主要な会
持分法を
影響が軽微
会計処理基
．重要な資
有価証
満期保
その他

適用しない関連会社
社等の名称 日
適用しない関連会社
であり、かつ、全体

本原子力発
は、それぞ
としてもそ

準に関する事項
産の評価基準および
券
有目的債券 償
有価証券 時

評価方法

却原価法
価のあるも
決算日の市
産直入法に
より算定し

電
れ連結純損益およ
の影響に重要性が

び連結利益剰
乏しい。

の
場価格等に基づく
より処理し、売却
ている。）

時価法（評価
原価は主とし

余金等に及ぼす

差額は全部純資
て移動平均法に

たな卸

．重要な減
有形固定
．重要な引
退職給
退職給
の連結子
過去勤
て 年）

時

資産 主
低

価のないも
主として移
として総平
下に基づく

価償却資産の減価償
資産は主として定率
当金の計上基準
付引当金
付に充てるため、将
会社は現価方式によ
務債務は、その発生
による定額法により

却の方法
法、無形固

来の退職給
る額から年
時の従業員
費用処理し

の
動平均法による原
均法による原価法
簿価切下げの方法

価法
（貸借対照表
により算定し

定資産は定額法に

付見込額を基礎と
金資産の評価額を
の平均残存勤務期
ている。

よっている。

した現価方式
控除した額）
間以内の一定

価額は収益性の
ている。）

による額（一部
を計上している。
の年数（主とし

数理計
内の一定

算上の差異は、各連
の年数（主として

結会計年度
年）による

の発生時における
定額法（一部の連

従業員の平均
結子会社は定

残存勤務期間以
率法）により按



分した額
度）から
使用済
再処理
てるため
当該使用
なお、
部を改正
百万円に

をそれぞれ発生の
費用処理することと
燃料再処理等引当金
等を行う具体的な計

翌連結会計
している。

画を有する
、再処理等の実施に
済燃料の量に応じて
平成 年度の引当金
する省令 （平成
ついては、平成 年

要する費用
現価方式
計上基準変
年経済産業
度から 年

年度（一部の連結子

使用済燃料の再処

会社は発生

理等の実施に
の見積額を原子力
（割引率 ％）によ
更に伴い生じた差
省令第 号）附則第
間にわたり計上す

発電所の運転
り計上して
異（ 電気事
条に定め

ることとして

の当連結会計年

要する費用に充
に伴い発生する
いる。
業会計規則の一
る金額）
おり、当連結会

計年度末
また、
引率等の
翌連結会
り計上す
使用済
再処理
充てるた
る当該使
．その他連
特定原
資産

における未認識の引
電気事業会計規則取
諸元を用いて計算し
計年度から再処理等
ることとしている。
燃料再処理等準備引
等を行う具体的な計

当金計上基
扱要領第
た当連結会
を行う具体

当金
画を有しな

め、再処理等の実施
用済燃料の量に応じ
結計算書類の作成の
子力発電施設の廃止
除去債務に関する会

に要する費
て現価方式
ための重要
措置に係る
計基準の適

準変更に伴う差異
の規定により、翌
計年度末の見積差
的な計画を有する

い使用済燃料の再

は 百
連結会計年度
異 百
使用済燃料の

処理等の実施
用の見積額を原子
（割引率 ％）に
な事項
資産除去債務相当
用指針 （企業会計

力発電所の運
より計上して

資産の費用化
基準適用指

万円である。
に適用される割
万円については、
発生期間にわた

に要する費用に
転に伴い発生す
いる。

の方法
針第 号 平成

年 月
資産除去
年通商産
なお、
の総見積
消費税

．連
消費税

結貸借対照
担保に供し
．当社の財
社 債
日本政

日）を適用し、原
債務相当資産につい
業省令第 号）によ
特定原子力発電施設
額を基準として計上
等の会計処理

子力発電設
ては、 原
り原子力発
の廃止措置
している。

および地方消費税の
表に関する注記
ている資産および担
産は、社債および

策投資銀行からの借

会計処理は

保に係る債
日本政策投

入金

備のうち特定原子
子力発電施設解体引
電実績に応じて費
に係る資産除去債

力発電施設の
当金に関す
用化している
務は、原子力

、税抜方式によっ

務
資銀行からの借入

ている。

金の一般担保
百万
百万

廃止措置に係る
る省令 （平成元
。
発電施設解体費

に供している。
円
円

．連結子会
土地およ
上記資産
借 入
買 掛

有形固定資
たな卸資産
商品及び
仕掛品
原材料及
販売用不
保証債務

社において担保に供
び建物等
を担保としている債
金
金
産の減価償却累計額

している資

務

の内訳科目および金
製品

び貯蔵品
動産

額

産
百万

百万
百万
百万

百万
百万
百万
百万

円

円
円
円

円
円
円
円

社債に対す
日本原燃

る保証債務
百万円



借入金等に
日本原燃
セノコ・
ロジャナ
原燃輸送
提携住宅
そ の
スワップ契
セノコ・

対する保証債務

エナジー・プライベ
・パワー・カンパニ

ート・リミ
ー・リミテ

ローン利用顧客
他
約に対する保証債務
エナジー・プライベート・リミ

テッド
ッド

百万
百万
百万

テッド

百万
百万
百万

百万

円
円
円
円
円
円

円

．連

会社法以外
渇水準備引
電気事業
結株主資本
当連結会計
配当に関す
．配当金支
平成 年
配当金
株当
基 準

の法令の規定による
当金
法第 条の規定によ
等変動計算書に関す
年度の末日における
る事項

引当金

り計上して
る注記
発行済株式

払額
月 日の定時株主

の総額
たり配当額
日

総会におい

いる。

の総数

て、次のとおり決

平

議している。
百万

成 年 月

株

円
円
日

効力発
平成 年
配当金
株当
基 準
効力発

．基準日が
るもの
平成 年
配当金
配当の
株当

生日
月 日の取締役会

の総額
たり配当額
日
生日
当連結会計年度に属

において、

する配当の

月 日開催の定時
の総額
原資
たり配当額

株主総会の

平
次のとおり決議し

平
平

うち、配当の効力

成 年 月
ている。

百万

成 年 月
成 年 月
発生日が翌連

議案として、次のとおり提案し
百万

利益剰余

日

円
円
日
日
結会計年度とな

ている。
円
金
円

．金

限
短

基 準
効力発

融商品に関
金融商品の
当社グルー
り自己資金
期的な運転

外
勘

て

資金調達に
貨建てもし
案し決定し
また、有価
おり、使用

日
生日
する注記
状況に関する事項
プは、電気事業等を
にて賄い、不足する
資金をコマーシャル

行うための
資金につい
・ペーパー

あたっては、円貨建
くは変動金利のもの
ている。
証券及び投資有価証
済燃料再処理等積立

て及び固定
を調達し、

券について
金について

平
平

設備投資や債務償
ては主に社債や借入
等により調達して

成 年 月
成 年 月

還などに必要
金によって
いる。

金利のものを主と
償還年限について

は、主に電気事業
は、 原子力発電に

しているが、
は、金融環境

の運営上必要
おける使用

日
日

な資金を可能な
資金調達を行い、

一部については
などを総合的に

なものを保有し
済燃料の再処理

等
に
のための積
係る費用の

立金の積立て及び管
積立て・取戻しを行

理に関する
っている。

法律 等の法令に従い、使用済燃料の再処理等



が

要

受取手形及
回収される
有価証券及
性の観点に
る

等
を

。
支払手形及
の輸入に伴
ヘッジして
借入金のう

び売掛金の大部分を
。
び投資有価証券は、
加え、時価や発行体

占める電気

主に電気事
の財務状況

び買掛金は、ほとん
う外貨建てのものが
いる。
ち、変動金利の長期

ど 年以内
あり、原則

借入金の一

料金債権は、毎月

業の運営上必要な
等を把握し、保有

検針後、 日

株式であり、
状況を定期的

の支払期日である
として先物為替予

部については、金

。また、その
約を利用して

利の変動リス

以内にほとんど

事業運営上の必
に見直ししてい

一部には、燃料
為替変動リスク

クをヘッジする
た

次

めに、金利
金融商品の
平成 年
のとおりで

資 産
．有価証
．使用済
．現金及
．受取手

スワップ取引を利用
時価等に関する事項
月 日における連結
ある。

している。

貸借対照表

連

券及び投資有価証券
燃料再処理等積立金
び預金
形及び売掛金

（ ）

計上額、時価およ

結貸借対照表
計上額 時

びこれらの差

価

額については、

（単位 百万円）

差 額

負 債
．社 債
．長期借
．短期借
．コマー
．支払手
．未払税

（ ）連結貸
（ ）連結貸
（ ）連結貸

会社か
（ ）連結貸

（ ）
入金（ 、 ）
入金（ ）
シャル・ペーパー
形及び買掛金
金

借対照表上 長期投
借対照表上 年以
借対照表上 その他
らの借入金を含めて
借対照表上 その他

資 および
内に期限到来
の固定負債
いる。
の流動負債 に

その他の流動資産
の固定負債 に計上
および その他の流

計上している関連会

に計上してい
しているもの
動負債 に計

社からの借

る。
を含めている。
上している関連

入金を含めている。

（注 ）金融
．有価証
これら
取引金融
．使用済
これは
実施する
び管理に
この取
しに関す
該計画の

商品の時価の算定方
券及び投資有価証券
の時価について、株
機関から提示された
燃料再処理等積立金
、特定実用発電用原

法に関する

式は取引所
価格によっ

子炉の運転
ために 原子力発電
関する法律 に基づ
戻しにあたっては、
る計画に従う必要が
将来取戻し予定額の

における使
き拠出した
経済産業大
あり、この
現価相当額

事項

の価格によってお
ている。

に伴って生じる使

り、債券は取

用済燃料の再
用済燃料の再処理
金銭である。
臣が承認した使用
帳簿価額は、当連
に基づいているこ

等のための積

済燃料再処理
結会計年度末
とから、時価

引所の価格又は

処理等を適正に
立金の積立て及

等積立金の取戻
現在における当
は当該帳簿価額

によって
．現金及

いる。
び預金、並びに ．受取手形及び売掛金



これら
価額によ
．社 債
当社の
．長期借
長期借
グループ
ていると
期間ごと

は短期間で決済され
っている。

発行する社債の時価

るため、時

は、市場価
入金
入金のうち、変動金
の信用状態は実行後
考えられるため、当
に区分した当該長期

利によるも
大きく異な
該帳簿価額
借入金の元

価は帳簿価額にほ

格によっている。

ぼ等しいこと

のは、短期間で市
っていないことか
によっている。固
利金の合計額を同

場金利を反映
ら、時価は帳
定金利による
様の借入にお

から、当該帳簿

し、また、当社
簿価額と近似し
ものは、一定の
いて想定される

（

利率で割
．短期借
払税金
これら
価額によ
注 ）非上

．

計上額
とができ
投資有価
株当たり情
株当たり

り引いて現在価値を
入金、 ．コマーシ

は短期間で決済され
っている。
場株式（連結貸借対

算定してい
ャル・ペー

るため、時

照表計上額
百万円）は、市

ず、時価を把握する
証券 には含めてい
報に関する注記
純資産額

場価格がな
ことが極め
ない。

る。
パー、 ．支払手

価は帳簿価額にほ

百万円）、出

形及び買掛金

ぼ等しいこと

資証券等
く、かつ、将来キャ
て困難と認められ

ッシュ・フ
るため、

円

、並びに ．未

から、当該帳簿

（連結貸借対照表
ローを見積るこ
．有価証券及び

銭

．そ

上
び

株当たり
の他の注記
会計上の変
当連結会計
の変更及び
会計上の

号 平成

法
め
い

法人税等の
経済社会
律 （平成
に必要な財
、当連結会

当期純損失

更及び誤謬の訂正に
年度の期首以後に行
誤謬の訂正に関する
変更及び誤謬の訂正
年 月 日）を適用

関する会計
われる会計
会計基準
に関する会
している。

税率の変更による繰
の構造の変化に対応
年法律第 号）お
源の確保に関する特
計年度の繰延税金資

延税金資産
した税制の
よび 東日
別措置法
産および繰

基準の適用
上の変更および過
（企業会計基準第
計基準の適用指針

円

去の誤謬の
号 平成
（企業会計

および繰延税金負
構築を図るための
本大震災からの復
（平成 年法律第
延税金負債の計算

債の金額の修
所得税法等の
興のための施
号）が公布
に使用した法

銭

訂正より、 会計
年 月 日）およ
基準適用指針第

正
一部を改正する
策を実施するた
されたことに伴
定実効税率は前

連

減
増

結会計年度
これにより
少し、法人
加している

から変更されている
、繰延税金資産の金
税等調整額は
。

。
額（繰延税
百万円、そ

金負債の金額を控
の他の包括利益累

除した金額）
計額は

は 百万円
百万円それぞれ



資

科

貸

産 の 部

目 金

借 対

平成 年

額

百万円

照 表

月 日現在

負 債 及

科

び 純 資 産

目

の 部

金 額

百万円

固
電

定 資
気 事 業
水 力 発
汽 力 発
原 子 力

附
事

内 燃 力
新エネルギ
送 電
変 電
配 電
業 務
貸 付
帯 事 業
業 外 固

産
固 定 資 産
電 設 備
電 設 備

発 電 設 備
発 電 設 備
ー等発電設備
設 備
設 備
設 備
設 備
設 備

固 定 資 産
定 資 産

固 定 負
社
長 期 借
長 期 未 払
リ ー ス

債
債

入 金
債 務
債 務

関 係 会 社 長
退 職 給 付
使用済燃料再処理
使用済燃料再処理等
資 産 除 去
雑 固 定

流 動 負
年以内に期限到来
短 期 借

期 債 務
引 当 金
等引当金
準備引当金
債 務
負 債
債

の固定負債
入 金

固

核

定 資 産
建 設
除 却

燃
装 荷

投

流

加 工 中
資 そ の
長 期
関 係 会 社
使用済燃料再
長 期 前
繰 延 税
貸 倒 引 当
動 資

仮 勘 定
仮 勘 定
仮 勘 定

料
核 燃 料
等 核 燃 料
他 の 資 産
投 資
長 期 投 資
処理等積立金
払 費 用
金 資 産
金（貸 方）

産

コマーシャル・
買 掛
未 払
未 払
未 払

ペーパー
金
金

費 用
税 金

預 り
関 係 会 社 短
諸 前
雑 流 動

引 当
渇 水 準 備

負 債 合

株 主 資

金
期 債 務
受 金
負 債
金

引 当 金
計

本
現 金 及
売
諸 未
貯
前 払
関 係 会 社
繰 延 税
雑 流
貸 倒 引 当

び 預 金
掛 金
収 入 金
蔵 品
費 用
短 期 債 権
金 資 産

動 資 産
金（貸 方）

資 本
資 本 剰
資 本 準

利 益 剰
利 益 準

金
余 金
備 金
余 金
備 金

そ の 他 利 益
海外投資等
原価変動調
別 途 積
繰 越 利 益

自 己 株
評 価 ・ 換 算 差

その他有価証券評
繰 延 ヘ ッ

純 資 産 合

剰 余 金
損失準備金
整積立金
立 金
剰 余 金

式
額 等
価差額金
ジ 損 益
計

合 計 合 計



費

科

損

用 の 部

目 金

益 計
平成 年
平成 年

額

百万円

算 書
月 日から
月 日まで

収 益

科

の

目

部

金 額

百万円

営
電

業 費
気 事 業
水 力
汽 力
原 子 力
内 燃 力
新エネルギ
地 帯 間 購
他 社 購
送
変
配
販

用
営 業 費 用
発 電 費
発 電 費
発 電 費
発 電 費
ー等発電費
入 電 力 料
入 電 力 料
電 費
電 費
電 費
売 費

営 業 収
電 気 事 業 営
電 灯
電 力

益
業 収 益

料
料

地 帯 間 販 売
他 社 販 売
託 送
事 業 者 間 精
電 気 事 業
貸 付 設 備

電 力 料
電 力 料
収 益
算 収 益
雑 収 益
収 益

貸 付
一 般
電 源 開
事
電力費振替

附

営
営
財

帯 事 業
蒸気供給事
ガス供給事
燃料販売事
その他附帯

業
業 外

務

設 備 費
管 理 費
発 促 進 税
業 税
勘定（貸方）
営 業 費 用
業営業費用
業営業費用
業営業費用
事業営業費用
損 失
費 用
費 用

（ ）

附 帯 事 業 営
蒸気供給事業
ガス供給事業
燃料販売事業
その他附帯事業

営 業 外 収
財 務 収

業 収 益
営業収益
営業収益
営業収益
営業収益

益
益

事

支 払

業 外
固 定 資
雑

当

当

渇水

税

法

期 経 常 費

期 経

準備金引当又
渇 水 準

引 前 当 期

人 税

利 息

費 用
産 売 却 損
損 失

用 合 計

常 損 失

は取崩し
備 金 引 当

純 損 失

等

受 取 配
受 取

事 業 外
固 定 資 産
雑 収

当 金
利 息
収 益
売 却 益

益

当 期 経 常 収 益 合 計

当

法 人 税

期 純

等 調 整 額

損 失



株主

資本剰

資本金 資 本

資本等
平成 年
平成 年

余金

その他
資 本

利 益

変動計算書
月 日から
月 日まで
株 主 資 本
利 益 剰 余
そ の 他 利 益

海 外
投資等

原 価
変 動 別

金
剰 余 金

途 繰 越
自 己

株 式

株 主

資 本

当事業年

当 事

度期首残高（百

業 年 度 変 動

海外投

別 途

剰 余

当

自 己

自 己

資等損失準備金の

積 立 金 の 積

金 の 配

期 純 損

株 式 の 取

株 式 の 処

準備金

万円）

額

剰余金 準備金

積立

立

当

失

得

分

損 失
準備金

調 整
積立金 積立金

利 益
剰余金 合 計

利益剰余

株主資本

当事業年

金から資本剰余金へ

以外の項目の当事業年度変動

度変動額合計（百

当事業

当事業年

年度末残高（百

度期首残高（百

の振替

額（純額）

万円）

万円）

評価・換算
そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

繰
ヘ ッ
損

万円）

差額等
延
ジ
益

評 価 ・
換 算
差 額 等
合 計

純 資 産

合 計

当 事

海外投

別 途

業 年 度 変 動

資等損失準備金の

積 立 金 の 積

剰 余

当

自 己

自 己

利益剰余

株主資本

金 の 配

期 純 損

株 式 の 取

株 式 の 処

金から資本剰余金へ

以外の項目の当事業年度変動

額

積立

立

当

失

得

分

の振替

額（純額）

当事業年

当事業

度変動額合計（百

年度末残高（百

万円）

万円）



．重要な会計方
資産の評価
．有価証券
子会社株

個

針に係る事項に関す
基準および評価方法

式および関連会社株

別 注
平成 年
平成 年

る注記

式 移動

記 表
月 日から
月 日まで

平均法による原価法
その他有

．たな卸資
貯蔵品（
び一般貯

貯蔵品（

固定資産の

価証券 時価
決
全
平
時価

産
石炭、燃料油、ガスお
蔵品）

特殊品）

減価償却の方法

移

よ 総平
対照
法に
個別
下に

のあるもの
算日の市場価格等
部純資産直入法に
均法により算定し
のないもの

に基づく時価
より処理し、
ている。）

動平均法による原

均法（一部は移動
表価額は収益性の
より算定している
法による原価法（
基づく簿価切下げ

価法

平均法）によ
低下に基づく
。）
貸借対照表価
の方法により

法（評価差額は
売却原価は移動

る原価法（貸借
簿価切下げの方

額は収益性の低
算定している。）

．有形固定
．無形固定
引当金の計
．退職給付
退職給付
ている。
数理計算
定の年数（
理すること
．使用済燃
再処理等
るため、再
使用済燃料
なお、平

資産
資産
上基準
引当金
に充てるため、将来

法人
法人

の退職給付

上の差異は、各事業
年）による定額法
としている。
料再処理等引当金
を行う具体的な計画
処理等の実施に要す
の量に応じて現価方
成 年度の引当金計

年度の発生
により按分

を有する使
る費用の見
式（割引率
上基準変更

税法に規定する方法
税法に規定する方法

見込額を基礎とし

と同一の基準
と同一の基準

た現価方式に

時における従業員
した額をそれぞれ

用済燃料の再処理
積額を原子力発電
％）により計上

に伴い生じた差異

の平均残存勤
発生の翌事業

等の実施に要
所の運転に伴
している。
（ 電気事業

に基づく定率法
に基づく定額法

よる額を計上し

務期間以内の一
年度から費用処

する費用に充て
い発生する当該

会計規則の一部
を改正する
円について
おける未認
また、電
の諸元を用
から再処理
している。
．使用済燃
再処理等
てるため、
該使用済燃
その他貸借
．特定原子

省令 （平成 年経
は、平成 年度から
識の引当金計上基準
気事業会計規則取扱

済産業省令
年間にわ
変更に伴う
要領第 の

いて計算した当事業
等を行う具体的な計

料再処理等準備引当
を行う具体的な計画
再処理等の実施に要
料の量に応じて現価
対照表等の作成のた
力発電施設の廃止措

年度末の見
画を有する

金
を有しない
する費用の
方式（割引
めの基本と
置に係る資

第 号）附則第 条
たり計上すること
差異は 百万
規定により、翌事

に定める金
としており、
円である。
業年度に適用

積差異 百万
使用済燃料の発生

使用済燃料の再処
見積額を原子力発
率 ％）により計
なる重要な事項
産除去債務相当資

円について
期間にわたり

理等の実施に
電所の運転に
上している。

産の費用化の

額） 百万
当事業年度末に

される割引率等
は、翌事業年度
計上することと

要する費用に充
伴い発生する当

方法
資産除

年 月 日
去債務に関する会計
）を適用し、原子力

基準の適用
発電設備の

指針 （企業会計基
うち特定原子力発

準適用指針
電施設の廃止

第 号 平成
措置に係る資産



除去債務相
産業省令第
なお、特
総見積額を

．貸

．消費税等
消費税お
借対照表に
担保に供し
会社の財産
社 債

当資産については、
号）により原子力
定原子力発電施設の
基準として計上して

原子力発
発電実績に
廃止措置に
いる。

の会計処理
よび地方消費税の会
関する注記
ている資産および担
は、社債および 日

計処理は、

保に係る債
本政策投資

電施設解体引当金に
応じて費用化して
係る資産除去債務

関する省令
いる。
は、原子力発

税抜方式によって

務
銀行からの借入金

いる。

の一般担保に

（平成元年通商

電施設解体費の

供している。
百万円

日本政策
有形固定資
保証債務
社債に対す
日本原燃
借入金等に
日本原燃
ケイ・
エルエヌ
セノコ・
カンサイ
関西電子
ロジャナ

投資銀行からの借入
産の減価償却累計額

る保証債務

対する保証債務

金

オプティコム
ジー・エビス・シッ
エナジー・プライベ
・ソウジツ・エンリ
ビーム
・パワー・カンパニ

ピング・コ
ート・リミ
ッチメント

ー・リミテ

ーポレーション
テッド
・インベスティン

ッド

グ

百万円
百万円

百万円

百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円

原燃輸送
出資の履行
ケーピッ
スワップ契
セノコ・
関係会社に
長期金銭債
短期金銭債
長期金銭債
短期金銭債
附帯事業に
蒸気供給事

に対する保証債務
ク・ネザーランド
約に対する保証債務
エナジー・プライベ
対する金銭債権およ
権

ート・リミ
び金銭債務

権
務
務
係る固定資産の金額
業 専用固定資産

他事業との共用固定資産

テッド

の配賦額

百万円

百万円

百万円

百万円
百万円
百万円
百万円

百万円
百万円

ガス供給事

会社法以外
渇水準備引
電気事業

．損
関

．株
当

益計算書に
係会社との
営業取引高
営業取引以
主資本等変
事業年度の

合 計 額
業 専用固定資産

他事業との共
合 計 額

の法令の規定による
当金
法第 条の規定によ

用固定資産

引当金

り計上して
関する注記
取引高

費 用
外の取引高
動計算書に関する注
末日における自己株

記
式の数

の配賦額

いる。

百万円
百万円

収 益

百万円
百万円
百万円
百万円

百万円

株
．税効果会計に
繰延税金資

関する注記
産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳



繰延税金
退職給
繰越欠
資産除
減価償
使用済
そ の
繰延税金
評価性引
繰延税金

資産
付引当金
損金
去債務
却超過額
燃料再処理等引当金
他
資産小計
当額
資産合計

百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円

繰延税金
資産除
その他
繰延ヘ
海外投
繰延税金
繰延税金

法
め
い
年

法人税等の
経済社会
律 （平成
に必要な財
、当事業年
度から変更

負債
去債務相当資産
有価証券評価差額金
ッジ損益
資等損失準備金
負債合計
資産の純額
税率の変更による繰
の構造の変化に対応
年法律第 号）お
源の確保に関する特
度の繰延税金資産お
されている。

延税金資産
した税制の
よび 東日
別措置法
よび繰延税

および繰延税金負
構築を図るための
本大震災からの復
（平成 年法律第
金負債の計算に使

債の金額の修
所得税法等の
興のための施
号）が公布
用した法定実

百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
正
一部を改正する
策を実施するた
されたことに伴
効税率は前事業

換
．関
子

属

これにより
算差額等は
連当事者と
会社および

性 会社
名

子

関

会社 ケイ
プティ

連会社 日本原

取引条件お

、繰延税金資産は
百万円それぞ

の取引に関する注記
関連会社等
等の
称

議決権等の所有
（被所有）割合

百万円
れ増加して

関連当事

・オ
コム

所 有
直 接 ％

燃 所 有
直 接 ％

よび取引条件の決定

光ファイバ
等電気通信
使用済燃料
棄物の管理
縮、廃棄物
方針等

減少し、法人税等調
いる。

者との関係 取引の内

整額は

容 取引金額
（百万円）

、無線鉄塔
設備の賃借

債務保
（注

の再処理、廃
、ウランの濃
の埋設を委託

債務保
（注

証
）

証
）

百万円、評価・

科 目 期末残高
（百万円）

．

（注 ）
対

（注 ）日
対

株当たり情
株当たり
株当たり

．そ

変

号

の他の注記
会計上の変
当事業年度
更及び誤謬
会計上の変
平成 年

ケイ・オプティコム
して保証している。
本原燃 に対する債
して保証している。
報に関する注記
純資産額
当期純損失

に対する債

務保証につ

更及び誤謬の訂正に
の期首以後に行われ
の訂正に関する会計
更及び誤謬の訂正に
月 日）を適用し

関する会計
る会計上の
基準 （企
関する会計
ている。

務保証については

いては、金融機関

、金融機関か

からの借入金

基準の適用
変更および過去の
業会計基準第 号
基準の適用指針

誤謬の訂正
平成 年

（企業会計基

らの借入金に

および社債に

円 銭
円 銭

より、 会計上の
月 日）および
準適用指針第

が

電気事業会
貸借対照表
改正された

計規則の改正
、損益計算書、株主
ため、改正後の電気

資本等変動
事業会計規

計算書および個別
則により作成して

注記表は、電
いる。

気事業会計規則



連結計算書類に

関西電力
取 締

係る会計監査人

独立

の監査報

監査人の

株式会社
役 会 御中

有限責任監査

告書 謄本

監査報告書

法人 ト ー マ

平成 年

ツ

月 日

借
行

連

当監査法人
月 日から
対照表、連
った。

結計算書類

指
業
指
業
指
業

定有限責任
務 執 行 社
定有限責任
務 執 行 社
定有限責任
務 執 行 社

は、会社法第 条
平成 年 月 日ま
結損益計算書、連結

に対する経営者の責

第 項の規
での連結会
株主資本等

任

社員
員 公認会計士

社員
員 公認会計士

社員
員 公認会計士

矢 吹

渡

石 井

定に基づき、関西電
計年度の連結計算
変動計算書及び連

力株式会社
書類、すなわ
結注記表につ

幸 二

明 久

尚 志

の平成 年
ち、連結貸
いて監査を

し
重
し

監

算
妥

経営者の責
て連結計算
要な虚偽表
た内部統制

査人の責任
当監査法人
書類に対す
当と認めら
結
計

続
書
内

計算書類に
画を策定し
監査におい
が実施され
類の重要な
部統制の有

任は、我が国におい
書類を作成し適正に
示のない連結計算書
を整備及び運用する

の責任は、当監査法
る意見を表明するこ
れる監査の基準に準

て一般に公
表示するこ
類を作成し
ことが含ま

人が実施し
とにある。
拠して監査

重要な虚偽表示がな
、これに基づき監査
ては、連結計算書類
る。監査手続は、当
虚偽表示のリスクの
効性について意見表

いかどうか
を実施する
の金額及び
監査法人の
評価に基づ
明するため

正妥当と認められ
とにある。これに
適正に表示するた
れる。

た監査に基づいて
当監査法人は、我
を行った。監査の

る企業会計の
は、不正又は
めに経営者が

、独立の立場
が国において
基準は、当監

について合理的な
ことを求めている
開示について監査
判断により、不正
いて選択及び適用
のものではないが

保証を得るた
。
証拠を入手す
又は誤謬によ
される。監査
、当監査法人

基準に準拠
誤謬による
必要と判断

から連結計
一般に公正
査法人に連
めに、監査

るための手
る連結計算
の目的は、
は、リスク

評
作
会
て

い

監

価の実施に
成と適正な
計方針及び
の連結計算
当監査法人
る。

査意見
当監査法人
企
連
し

利

き

業会計の基
結計算書類
ているもの

害関係
会社と当監
利害関係は

際して、状況に応じ
表示に関連する内部
その適用方法並びに
書類の表示を検討す
は、意見表明の基礎

は、上記の連結計算

た適切な監
統制を検討
経営者によ
ることが含
となる十分

書類が、我
準に準拠して、関西
に係る期間の財産及
と認める。

査法人又は業務執行
ない。

電力株式会
び損益の状

社員との間

査手続を立案する
する。また、監査
って行われた見積
まれる。
かつ適切な監査証

が国において一般

ために、連結
には、経営者
りの評価も含

拠を入手した

に公正妥当と
社及び連結子会社
況をすべての重要

には、公認会計士

からなる企業
な点において

法の規定によ

計算書類の
が採用した
め全体とし

と判断して

認められる
集団の当該
適正に表示

り記載すべ

以 上



会計監査人の監

関西電力
取 締

査報告書 謄本

独立監査人の

株式会社
役 会 御中

有限責任監査

監査報告書

法人 ト ー マ

平成 年

ツ

月 日

成
借
つ
計

当監査法人
年 月
対照表、損
いて監査を
算書類等に

指
業
指
業
指
業

定有限責任
務 執 行 社
定有限責任
務 執 行 社
定有限責任
務 執 行 社

は、会社法第 条
日から平成 年 月
益計算書、株主資本
行った。
対する経営者の責任

第 項第
日までの
等変動計算

社員
員 公認会計士

社員
員 公認会計士

社員
員 公認会計士

矢 吹

渡

石 井

号の規定に基づき、
第 期事業年度の
書及び個別注記表

関西電力株
計算書類、す
並びにその附

幸 二

明 久

尚 志

式会社の平
なわち、貸
属明細書に

し
又
す
監

類
い

経営者の責
て計算書類
は誤謬によ
るために経
査人の責任
当監査法人
及びその附
て一般に公
当
理
て

手
に
び

監査法人に
的な保証を
いる。
監査におい
するための
よる計算書
適用される

任は、我が国におい
及びその附属明細書
る重要な虚偽表示の
営者が必要と判断し

の責任は、当監査法
属明細書に対する意
正妥当と認められる

て一般に公
を作成し適
ない計算書
た内部統制

人が実施し
見を表明す
監査の基準

計算書類及びその附
得るために、監査計

ては、計算書類及び
手続が実施される。
類及びその附属明細
。監査の目的は、内

属明細書に
画を策定し

その附属明
監査手続は
書の重要な
部統制の有

正妥当と認められ
正に表示すること
類及びその附属明
を整備及び運用す

た監査に基づいて
ることにある。当
に準拠して監査を

る企業会計の
にある。これ
細書を作成し
ることが含ま

、独立の立場
監査法人は、
行った。監査

重要な虚偽表示が
、これに基づき監

細書の金額及び開
、当監査法人の判
虚偽表示のリスク
効性について意見

ないかどうか
査を実施する

示について監
断により、不
の評価に基づ
表明するため

基準に準拠
には、不正
適正に表示
れる。

から計算書
我が国にお
の基準は、
について合
ことを求め

査証拠を入
正又は誤謬
いて選択及
のものでは

な
案
検
に
を

い
監

いが、当監
するために
討する。ま
よって行わ
検討するこ
当監査法人
る。
査意見

当
間
利

当監査法人
と認められ
の財産及び
害関係
会社と当監

査法人は、リスク評
、計算書類及びその
た、監査には、経営
れた見積りの評価も
とが含まれる。
は、意見表明の基礎

価の実施に
附属明細書
者が採用し
含め全体と

となる十分

は、上記の計算書類
る企業会計の基準に
損益の状況をすべて

査法人又は業務執行

及びその附
準拠して、
の重要な点

社員との間

際して、状況に応
の作成と適正な表
た会計方針及びそ
しての計算書類及

かつ適切な監査証

じた適切な監
示に関連する
の適用方法並
びその附属明

拠を入手した

属明細書が、我が
当該計算書類及び
において適正に表示

には、公認会計士

国において一
その附属明細
しているも

法の規定によ

査手続を立
内部統制を
びに経営者
細書の表示

と判断して

般に公正妥
書に係る期
のと認める。

り記載すべ
き利害関係はない。

以 上



監査役会の監査

け
議

当監査役会
る取締役の
のうえ、本

報告書 謄本

監 査 報
は、平成 年 月
職務の執行に関し
監査報告書を作成

日から
て、各監
し、以下

告 書
平成 年 月 日
査役が作成した監
のとおり報告しま

までの平成
査報告書に
す。

年度にお
基づき、審

．監査役お
監査役会

査の実施状
人からその
た。
各監査役

計画および
思疎通を図
会その他重

よび監査役会の監
は、監査の方針、
況および結果につ
職務の執行状況に

査の方法
監査計画
いて報告
ついて報

は、監査役会が定
職務の分担等に従
り、情報の収集お
要な会議に出席し

めた監査
い、取締
よび監査
、取締役

およびその内容
、職務の分担等を
を受けるほか、取
告を受け、必要に

定め、各監
締役等およ
応じて説明

役監査規則に準拠
役、内部監査部門
の環境の整備に努
および使用人等か

し、監査の
その他の使
めるととも
らその職務

査役から監
び会計監査
を求めまし

方針、監査
用人等と意
に、取締役
の執行状況

について報
本店および
せて、取締
体制その他
行規則第
の内容およ
および検証
思疎通およ
した。以上
ついて検討

告を受け、必要に
主要な事業所にお
役の職務の執行が
株式会社の業務の
条第 項および
び当該決議に基づ

応じて説
いて業務
法令およ
適正を確
第 項に定
く体制（

しました。子会社
び情報の交換を図
の方法に基づき、
しました。

について
り、必要
当該年度

明を求め、重要な
および財産の状況
び定款に適合する
保するために必要
める体制の整備
内部統制システム

決裁書類等
を調査しま
ことを確保
なものとし
に関する取
）の整備の

は、子会社の取締
に応じて子会社か
に係る事業報告お

役および監
ら事業の報
よびその附

を閲覧し、
した。あわ
するための
て会社法施
締役会決議
状況を監視
査役等と意
告を受けま
属明細書に

さらに、
るかを監視
について報
職務の遂
条各号

企業会計審
を求めまし
損益計算書
ならびに連
動計算書お

会計監査人が独立
および検証すると
告を受け、必要に
行が適正に行わ
に掲げる事項）を
議会）等に従って

の立場を
ともに、
応じて説
れることを
監査に関
整備して

た。以上の方法に
、株主資本等変動
結計算書類（連結
よび連結注記表）

基づき、
計算書お
貸借対照
について

保持し、かつ、適
会計監査人から随
明を求めました。
確保するための体
する品質管理基準
いる旨の通知を受

正な監査を
時その職務
また、会計
制 （会社
（平成

け、必要に
当該年度に係る計
よび個別注記表）
表、連結損益計算
検討しました。

算書類（貸
およびその
書、連結株

実施してい
の執行状況
監査人から
計算規則第
年 月 日
応じて説明
借対照表、
附属明細書
主資本等変



．監 査
事業報

一．事業
を正し

二．取締

の 結 果
告等の監査結果
報告およびその附
く示しているもの
役の職務の執行に

属明細書
と認めま
関する不

は、法令および定
す。
正の行為または法

款に従い、

令もしくは

会社の状況

定款に違反
する重

三．内部
また、
も、指
計算書
会計監

であると
連結計
会計監

であると

大な事実は認めら
統制システムに関
当該内部統制シス
摘すべき事項は認
類およびその附属
査人 有限責任監

れません
する取締役
テムの整
められま
明細書の
査法人トー

認めます。
算書類の監査結果
査人 有限責任監
認めます。

査法人トー

。
会決議の内容は相
備に関する取締役
せん。
監査結果
マツの監査の方

当である
の職務の執

法および結

マツの監査の方法および結

と認めます。
行について

果は、相当

果は、相当

なお、
につき注
全への取
視してま

平成

東日本大震災以降
視してまいりまし
組状況および電力
いります。

年 月 日

、当社電
たが、今
需給の安

関西電
常任

常任

力設備の安全性向
後も、原子力発電
定化に向けた取組

上対策の取
の自主的・
状況につき

力株式会社 監
監査役（常勤） 神
監査役（常勤） 田

査役会

野

村 康

組状況など
継続的な安
継続して注

榮

生

（注）監査役
は、会

常任

監

監

監

土肥孝治、監査役
社法第 条第 号

監

森下洋一
に定める

監査役（常勤） 泉
査 役 土
査 役 森
査 役 吉

正

肥 孝

下 洋

村 元
査 役 槇

、監査役吉村元志
社外監査役であり

村 久

および監査
ます。

博

治

一

志

子

役槇村久子

以 上



議案お

第
第

よび参考事項
会社

号議案およ
号議案 剰
当社は、

維持を株主

株

提案（第 号
び第 号議案
余金の処分の
株主のみなさ
還元の基本方

主 総 会

議案および第
は、会社提案に
件
まに対して経営
針としておりま

参 考 書

号議案）
よるものであ

の成果を適切
す。最近の業

類

ります。

に配分するため
績悪化を受けて

、安定的な配
、当面の間に

当の
おい

ては、財務
この考え方
ます。
また、当

や、他社か
原価変動調
．剰余金

株主
当社
剰余
平成

．その他
増加

体質の健全性
に基づき、剰

年度収支につ
らの購入電力

の確保を前提と
余金の配当につ

いて、原子力利
料の増加などに

整積立金、別
の配当に関す
に対する配当
普通株式 株
金の配当が効
年 月 日

の剰余金の処
する剰余金の

途積立金を以下
る事項
財産の割当てに
につき金 円
力を生じる日
（木曜日）
分に関する事項
項目およびその

したうえで、
きましては、

用率の低下や
より、

配当の継続に努
以下のとおりと

燃料価格の高騰
億円の当期純損

のとおり取り

関する事項お
総額

額

崩したいと存じ

よびその総額
円

めてまいりま
いたしたいと

に伴う火力燃
失となったた

す。
存じ

料費
め、

ます。

繰 越
減少
原価
別

第 号議案 取
取締役全
名を選任
取締役候

氏 名

生 年 月 日

利 益 剰 余
する剰余金の
変動調整積立
途 積 立

金
項目およびその
金
金

締役全員任期
員（ 名）は、本
いたしたいと
補者は次のと

（地位

昭和 年

満了につき 名
株主総会の終
存じます。
おりであります

略

および担当ならび

月 関西電力株式

円
額

円
円

選任の件
結の時をもっ

。
歴

に重要な兼職の

会社入社

て任期満了とな

当

状況） の

りますので、取

社株式 当社と

所有数 の利害

締役

の特別

関係

森 詳

昭和 年 月

平成元年
平成 年
平成 年
平成 年
平成 年

月 同社工務部長
月 同社副支配人
月 同社支配人企
月 同社支配人経
月 同社取締役電

平成 年
平成 年

介 平成 年
平成 年

日
平成 年
平成 年

〔重要な兼職

月 同社常務取締
月 同社取締役副
月 同社取締役社
月 電気事業連合

（平成 年
月 関西電力株式
月 公益社団法人
至る）

の状況〕
全日本空輸株

工務部長
画室長
営改革推進室長
力システム室長

、企画室長

役
社長
長
会会長
月 退任）
会社取締役会長
関西経済連合会

式会社社外取締

（現在に至る）
会長（現在に

役

株 な し

阪急阪神ホール
公益社団法人

ディングス株式会
関西経済連合会

社社外取締役
会長



氏 名

生 年 月 日 （地位お

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

略

よび担当ならびに

関西電力株式会
同社経営改革推
工務部長
同社電力システ
チーフマネジャ
同社支配人中央

歴

重要な兼職の状

社入社
進室プロジェクト

ム事業本部工務グ
ー
送変電建設事務所

当社

況） の所

マネジャー、

ループ

長

株式 当社との特

有数 の利害関

別

係

八 木 誠

昭和 年 月 日

平成 年 月

平成 年 月

同社支配人電力
部長
同社取締役電力
部長

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
〔重要な兼職の

昭和 年 月
平成 年 月

同社常務取締役
同社取締役副社
同社取締役社長
電気事業連合会
状況〕
電気事業連合会

関西電力株式会
同社経営改革・

システム事業本部

システム事業本部

副事業本

副事業本

長
（現在に至る）
会長（現在に至る

会長

社入社
本部経営管理

）

システム

株 な し

井 狩 雅 文

昭和 年 月 日

平成 年 月
平成 年 月

構築プロジェクト
企画室業務グル
同社企画室業務
同社支配人人材

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

〔重要な兼職の

同社支配人神戸
同社執行役員神
同社常務取締役
同社取締役副社
〔現在の担当〕
人材活性化室
経営監査室担

状況〕
株式会社かんで

チームチーフマ
ープチーフマネジ
グループチーフマ
活性化室長

ネジャー、
ャー
ネジャー

支店長
戸支店長

長（現在に至る）

担当、立地室担当
当、業務全般

んエルハート取締

、

役社長

株 な し

生 駒 昌 夫

昭和 年 月 日

昭和 年 月

株式会社きんで
社会福祉法人か

関西電力株式会
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

同社電力システ
チーフマネジャ
同社支配人企画
同社常務取締役
同社取締役副社
〔現在の担当〕
電力流通事業
グループ経営
国際室担当、

ん社外監査役
んでん福祉事業団

社入社

理事長

ム事業本部工務グ
ー
室国際担当

長（現在に至る）

本部
推進本部長
業務全般

ループ

株 な し

〔重要な兼職の状況〕
東洋テック株式会社社外取締役



氏 名

生 年 月 日 （地位お

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

略

よび担当ならびに

関西電力株式会
同社原子力事業
チーフマネジャ
同社支配人原子
（原子力企画、
同社支配人原子

歴

重要な兼職の状

社入社
本部原子力企画グ
ー
力事業本部副事業
原子燃料担当）
力事業本部副事業

当社

況） の所

ループ

本部長

本部長、

株式 当社との特

有数 の利害関

別

係

豊 松 秀 己

昭和 年 月 日
平成 年 月

平成 年 月

原子燃料サイク
同社執行役員原子
原子燃料サイク
同社常務取締役

平成 年 月

〔重要な兼職の

昭和 年 月
平成 年 月

同社取締役副社
〔現在の担当〕
原子力事業本

状況〕
株式会社きんで

関西電力株式会
同社お客さま本
マネジャー

ル室長
力事業本部副事
ル室長

業本部長、

長（現在に至る）

部長

ん社外監査役

社入社
部営業計画グループチーフ

株 な し

香 川 次 朗

昭和 年 月 日

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

平成 年 月

同社支配人人材
同社執行役員人
同社執行役員お
リビング営業部
同社常務取締役

平成 年 月

昭和 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

同社取締役副社
〔現在の担当〕
総合企画本部
お客さま本部

関西電力株式会
同社燃料室燃料
同社支配人原子
同社執行役員企

活性化室長
材活性化室長
客さま本部副本部
門統括

長、

長（現在に至る）

（地域エネルギー
長

社入社
計画グループチー
力保全改革推進室
画室長

部門）

フマネジャー
長

株 な し

岩 根 茂 樹

昭和 年 月 日

廣 江 譲

昭和 年 月 日

平成 年 月
平成 年 月

同社常務取締役
同社取締役副社
〔現在の担当〕
総合企画本部

昭和 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

原子燃料サイ

関西電力株式会
同社企画室原価
同社支配人企画
同社支配人企画
同社執行役員企
同社取締役電気
同社常務取締役

長（現在に至る）

長
クル室担当（サイ

社入社
グループチーフマ
室長、品質・安全
室長
画室長
事業連合会理事・
（現在に至る）

クル事業）

ネジャー
監査室長

事務局長

株 な し

株 な し

〔現在の担当〕
経理室担当、総務室担当、購買室担当



氏 名

生 年 月 日

橋 本 徳 昭

昭和 年 月 日

（地位お

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

略

よび担当ならびに

関西電力株式会
同社土木建築室
ジャー
同社支配人土木
同社執行役員土
同社常務執行役

歴

重要な兼職の状

社入社
計画グループチー

建築室長
木建築室長
員土木建築室長

当社

況） の所

フマネ

株式 当社との特

有数 の利害関

株 な し

別

係

迎 陽 一

昭和 年 月 日

平成 年 月

平成 年 月

同社常務取締役
〔現在の担当〕
研究開発室担

経済産業省大臣

平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月

（平成 年 月
商工組合中央金
（平成 年 月
関西電力株式会
同社常務取締役
〔現在の担当〕
燃料室担当

（現在に至る）

当、土木建築室担

官房商務流通審議

当

官
退官）

庫理事
退任）

社顧問
（現在に至る）

株 な し

土 井 義 宏

昭和 年 月 日

昭和 年 月
平成 年 月

関西電力株式会
同社お客さま本
チーフマネジャー、
スネットワーク

平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

平成 年 月

同社お客さま本
プチーフマネジ
同社支配人和歌
同社執行役員和
同社執行役員電
長、ネットワー
同社常務取締役
〔現在の担当〕
電力流通事業

社入社
部ネットワーク技術
お客さま本部マ
グループチーフマ

グループ
ルチサービ
ネジャー

部ネットワーク技
ャー
山支店長
歌山支店長
力流通事業本部副
ク技術部門統括
（現在に至る）

本部長、経営改革

術グルー

事業本部

・ 本

株 な し

白 井 良 平

昭和 年 月 日

昭和 年 月

部長
行為規制担当

関西電力株式会
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

平成 年 月

同社火力事業本
ジャー
同社支配人滋賀
同社支配人火力
同社支配人原子
同社執行役員企
室長、原子力保
同社常務取締役
〔現在の担当〕

社入社
部管理グループチ

支店長
センター所長
力保全改革推進室
画室 ・品質
全改革推進室長
（現在に至る）

ーフマネ

長
管理担当 株 な し

原子力事業本
原子燃料サイ

部長代理
クル室担当（原燃契約）



氏 名

生 年 月 日

岩 谷 全 啓

昭和 年 月 日

（地位お

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月

平成 年 月

略

よび担当ならびに

関西電力株式会
同社火力事業本
ジャー
同社支配人火力
同社執行役員原子
火力事業本部副
同社常務取締役

歴

重要な兼職の状

社入社
部火力グループチ

センター所長
力事業本部副事
事業本部長
（現在に至る）

当社

況） の所

ーフマネ

業本部長、

株式 当社との特

有数 の利害関

株 な し

別

係

八 嶋 康 博

昭和 年 月 日

昭和 年 月

〔現在の担当〕
火力事業本部
環境室担当

関西電力株式会
平成 年 月
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

同社企画室企画
同社企画室企画
企画室取引管理
同社燃料室長
同社執行役員燃
同社執行役員地
同社常務取締役
〔現在の担当〕
広報室担当、

長

社入社
グループチーフマ
グループチーフマ
グループチーフマ

料室長
域共生・広報室長
（現在に至る）

秘書室担当

ネジャー
ネジャー、
ネジャー

株 な し

川 邊 辰 也

昭和 年 月 日

昭和 年 月
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月

関西電力株式会
同社地域共生・
マネジャー
同社地域共生・
同社執行役員地

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

平成 年 月

同社執行役員社
理事・事務局長
同社常務執行役
常務理事・事務
同社常務執行役
合会常務理事・
同社常務執行役
合会専務理事
同社取締役公益
務理事（現在に

社入社
広報室報道グルー

広報室長
域共生・広報室長

プチーフ

団法人関西経済連

員社団法人関西経
局長
員公益社団法人関
事務局長
員公益社団法人関

社団法人関西経済
至る）

合会常務

済連合会

西経済連

西経済連

連合会専

株 な し

井 上 礼 之

昭和 年 月 日

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

ダイキン工業株
同社取締役会長
同社取締役社長
社団法人関西経

平成 年 月
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月

〔重要な兼職の

（平成 年 月
社団法人関西経
ダイキン工業株
（現在に至る）
関西電力株式会
公益社団法人関
に至る）
状況〕
ダイキン工業株
阪急阪神ホール

式会社取締役社長
兼社長

済同友会代表幹事
退任）

済連合会副会長
式会社取締役会長

社社外取締役（現
西経済連合会副会

式会社取締役会長
ディングス株式会

兼

在に至る）
長（現在

兼
社社外取

株 な し

締役
公益社団法人関西経済連合会副会長



氏 名

生 年 月 日

辻 井 昭 雄

（地位お

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

平成 年 月
平成 年 月

略

よび担当ならびに

近畿日本鉄道株
同社取締役会長
関西経営者協会
（平成 年 月
関西電力株式会
近畿日本鉄道株

歴

重要な兼職の状

式会社取締役社長

会長
退任）

社社外取締役（現
式会社相談役（現

当社

況） の所

在に至る）
な在に至る）

株式 当社との特

有数 の利害関

し な し

別

係

昭和 年 月 日

玉 越 良 介

〔重要な兼職の状況〕
近畿日本鉄道株
日野自動車株式
株式会社近鉄エ

平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月
平成 年 月

平成 年 月

株式会社
同社取締役副頭
同社取締役会長
株式会社
株式会社三菱
取締役会長
（平成 年 月
株式会社三菱東

式会社相談役
会社社外監査役
クスプレス社外取締役

銀行副頭取執行役
取執行役員

ホールディングス取
フィナンシャル

退任）
京 銀行取締

員

締役社長
・グループ

役副会長

昭和 年 月 日

（注） ．井上礼
．社外取

井

平成 年 月
平成 年 月

（平成 年 月
関西電力株式会
株式会社三菱東
在に至る）

〔重要な兼職の

之、辻井昭雄お
締役候補者とし
上礼之氏は、空

状況〕
株式会社三菱東
テンプホールディン

取

よび玉越良介の各
た理由は、次のと
調機器や化学製品

退任）
社社外取締役（現
京 銀行特別

な

在に至る）
顧問（現

京 銀行特別
グス株式会社社
締役

氏は、社外取締
おりであります
などの製造・販

顧問
外監査役

役候補者でありま
。
売をグローバルに

し な し

す。

展開しているダ
イキ
締役
して
ま

おり
ます
こ

と判
辻

どを
日野
経営

ン工業株式会社
に就任しており
いただけるもの
た、同氏は、当

の取締役会長兼
、経営者として経
と考えております
社が上場する各金

、一般株主と利
。
れら同氏の豊富
断しております
井昭雄氏は、鉄
展開している近
自動車株式会社
者として経験豊

益相反を生じるお

な経験や識見およ
。
道事業を中心に、
畿日本鉄道株式会
社外監査役や株式
富であり、その経

や阪急阪神
験豊富であり、
。
融商品取引所の

ホールディングス
その経験や識見を

定める独立役員の
それはなく、独

び独立性を踏ま

不動産事業、流
社の取締役社長
会社近鉄エクス
験や識見を当社

立性を有している

え、社外取締役と

通事業、ホテル・
、取締役会長を歴
プレス社外取締役
経営に活かしてい

株式会社社外取
当社経営に活か

要件を満たして
と判断しており

して適任である

レジャー事業な
任している他、
に就任しており
ただけるものと

、

考え
ま
ております。
た、同氏は、当社が上場する各金融商品取引所の定める独立役員の要件を満たして



おり
ます
こ

と判
玉

フィ
る事
テン
経営

、一般株主と利益相反を生じるお
。
れら同氏の豊富
断しております
越良介氏は、株
ナンシャル・グ
業をグローバル
プホールディン
者として経験豊

な経験や識見およ
。
式会社三菱東京
ループの取締役会
に展開している同
グス株式会社社外
富であり、その経

それはなく、独立性を有している

び独立性を踏ま

銀行の取締
長など、銀行業
グループにおい
監査役や
験や識見を当社

え、社外取締役と

役副会長や株式
務を中心とする金
て、数々の要職を

取締役に
経営に活かしてい

と判断しており

して適任である

会社三菱
融サービスに係
歴任している他
就任しており、
ただけるものと

、

考え
ま

おり
ます
こ

と判
．当社は
の定める
．社外取
の在任中
行が行わ
該事実の

ております。
た、同氏は、当
、一般株主と利
。

社が上場する各金
益相反を生じるお

れら同氏の豊富
断しております
、井上礼之、辻
独立役員として
締役候補者が過
に当該他の株式
れた事実（当該
発生の予防のた

な経験や識見およ
。
井昭雄および玉越
指定し、届け出て
去 年間に他の株
会社において法令
候補者が当該他の
めに行った行為お

融商品取引所の
それはなく、独

定める独立役員の
立性を有している

び独立性を踏ま

良介の各氏を、
おります。
式会社の取締役
または定款に違
株式会社におけ
よび当該事実の

え、社外取締役と

当社が上場する各

に就任していた場
反する事実その他
る社外取締役であ
発生後の対応とし

要件を満たして
と判断しており

して適任である

金融商品取引所

合において、そ
不当な業務の執
ったときは、当
て行った行為の

概要を含
井

一部
辻

航空
排除
同

いて
．社外取
もって、

株

む）は、次のと
上礼之氏がダイ
門および一部子
井昭雄氏が株式

おりであります。
キン工業株式会社
会社において不適
会社近鉄エクスプ

貨物利用運送業
措置命令および
氏は、当該事実
社外取締役とし
締役候補者が当
井上礼之氏は

主（ 名）か

務の運賃および料
課徴金納付命令を
の報告を受け、コ
て必要な対応を行
社の社外取締役に
年、辻井昭雄、玉

らのご提案（第

の取締役として
切な会計処理が行
レスの社外取締

在任中の平成 年
われていることが
役として在任中に

金に関して、平
受けました。
ンプライアンス
い、その職責を
就任してからの
越良介の両氏は

号議案から

成 年 月、公正

体制の見直し等の
果たしております
年数は、本株主総
年であります。

第 号議案ま

月に、同社の
判明いたしました
、同社は、国際

。

取引委員会から

再発防止策につ
。
会の終結の時を

で）
第

提案

第

号議案から第
株主（ 名）の

号議案 定款
提案の内容
第 章 総

ただし原子力発
提案の理由
昨年 月の東
上を放射能汚染
せました。この

号議案まで
議決権の数は

一部変更の件

は、株主（ 名
、 個であり

則 （目的）
電から撤退し

北地方太平洋
による避難生
ような事態を

第 条の 電
、将来、送電

沖地震による
活と、全国民
招いた原発推

）からのご提案
ます。

によるもので

気事業、に次
線設備を全国的

福島原発事故は
を放射能に怯え
進共同体（電力

の文を追加する
な公的運営機

、福島県を中
る生活へと陥
業界、原子力

あります。なお、

。
関に移管する

心に、 万人
れ世界を震撼
発電建設企業

。

以
さ
、

推進してきた政
とりわけ 年

治家・行政・
代から原子力

マスメディア
発電推進を第

・言論界と関係
一とした歴代経

学者など）の
営者は 建設

責任は重大で
・運転維持

す。
の



コストだけで、
きた
なし
れの
自由
取
当

確保

事実は歴史
にこれから
ある原子力
にどこでも
締役会の意
社は、お客
（ ）

巨大事故による地域社会・
に刻み込まれまし
の電力事業はあり
発電事業から撤退
接続できる送電系
見
さまに良質で低廉
を大前提に、長期

た。こう
得ません
を決意し
統設備へ

な電気を
的なエネル

住民生活破壊の 社会的コス
した企業犯罪とも
。よって今後、経
、急速に自然エネ
向けた準備を行う

安定的にお届けす
ギーセキュリティ

云うべき事
営を根本的
ルギーを普
ことにしま

る使命を果
の確保（

ト を無視して
態の根本的反省
に破壊するおそ
及して、全国で
す。

たすため、安全
）

や経
を

続け

済性（
加えた、
ることが重

わ
の特
は、
に原
原

踏ま
確保

が国は、エ
定地域への
化石燃料に
子力発電を
子力発電所
え、 電源
のための

）、地球環境
の観点

要であると考えて

問題への対
で総合的に
おります

ネルギー自給率が
依存など、さまざ
過度に依存しない
今後も重要な電源
の安全性向上対策
の確保 、 原子炉
緊急対策を直ちに

％と極
まなリス
エネルギ
として活
について
の冷却機能
実施し、

応（
勘案し、電源に
。

ついて多様

めて低く、原油価
クに直面しており
ーミックスが大切
用していく必要が
は、東京電力福島
の確保 、 使用
多重性・多様性を

格の高騰や
ますことか
であり、安
あると考え
第一原子力
済燃料プー
拡充してま

）の つの
な選択肢を持ち

化石燃料調達先
ら、当社として
全確保を大前提
ております。
発電所の事故を
ルの冷却機能の
いりました。ま

た、
して
施し
様の

より一層の
おります。
てきた対策
事故は起き

当
めて
する
発電
ま

電力
るな

社は、規制
いくことが
新たな知見
所の安全性
た、自然エ
会社と相互
ど、普及拡

安全性・信頼性向
政府においても、
により安全性の確
ないものとの判断

上に資す
大飯発電
保が図ら
がなされ

の枠組みにとどま
不可欠であると考
への対応や諸外国
向上対策を着実に
ネルギーについて
に協力して地域間
大にも積極的に取

ることな
えており
の動向も
実施して
は、現行
連系線を
り組んで

る対策についても
所第 、 号機に
れており、福島第
ております。

、計画に基
ついて、こ
一原子力発

く、安全性向上対
、今後も、福島第
踏まえた最新の知
まいります。
の事業体制のもと
活用した風力発電
まいります。

策を自主的
一原子力発
見への対応

、送配電網
の導入拡大

づき着実に実施
れまで当社が実
電所の事故と同

かつ継続的に進
電所の事故に関
も含め、原子力

への接続や他の
の取組みを進め

こ
るた
る必

れらの取組
めの工夫を
要はないと

し

第 号
提

第
項
タ

たがいまし

議案 定款
案の内容
第 章 株
条 株主総
は、経営方
ーネットに

みに加え、現行の
検討してまいりま
考えております。

事業体制
すので、

て、取締役会は本

一部変更の件

主総会 第 条を
会における議事の
針に批判的な意見
より開示するもの

議案に反

以下のと
経過内容
を含め正
とする。

のもと、送配電部
送電線設備を全国

門の透明性
的な公的運

対いたします。

おり変更する。
及びその結果、並
確に記録しこれを

びにその他
議事録とす

・公平性を高め
営機関に移管す

法令に定める事
る。同時にイン

提
今
案の理由
回の福島原発事故では、早くから 津波による様々な被害が発生する恐れがある



と関
勢が
く、

係住民運動
明らかにさ
これに対し

営な
の求
型賃
いる
ば、

どによって
めに誠意を
金制度と、
との指摘も
批判的意見

団体や多くの研究
れました。毎年の
原発推進株主によ

者から指
株主総会
る低劣な

無視されてきまし
示さず、さらに、
人員不足で職場が
行い対策も求めて
も含め、議論され

た。また
グループ
過密労働
きました
た全内容

摘されながら、こ
でも、原発の危険
野次、経営側の不

れを無視し
性に対する
誠実な答弁

、当然お客さまに
従業員への待遇で
などあいまって、
。このような発言
を議事録に残すこ

公開すべき
は、競争激
精神障害従
内容は民主
とは常識で

てきた東電の姿
発言は非常に多
、強引な総会運
様々な情報開示
化が著しい成果
業員も増加して
主義社会であれ
あり、この内容

をそ
取
当

会議
はな
し

の時々の経
締役会の意
社は、従来
事録を適正
いと考えま
たがいまし

第 号
提
議案 定款
案の内容
第 章 取

営トップが歴史の
見
から、法令に従い
に作成し、備え置
す。
て、取締役会は本

検証を受

、議事の
いており

議案に反

一部変更の件

締役及び取締役会 第 条

けるようにすべき

経過の要領および
ますので、本提案

対いたします。

だと考えま

その結果を
のような規

を以下のとおり変更する。

す。

記載した株主総
定を設ける必要

第
提
原

誤り
諸設
がら

条 本会社
案の理由
発を推進し
を見抜けず
備の保全を
国政を買い

めた
省を
子会
責任
経営

ようです。
すべきです
社役員兼務
が問われて
規模は東京

の取締役は、 名

てきた原発利益共
に原子力偏重をベ
怠り、今日の供給
取る政治献金は、

以内とす

同体の一
ストミッ
危機を迎
役員らの

しかし、原発推進
。経営者が高額の
分も含め役員は全
いるなかで、他電
電力の約半分です

議員へ行
年収内容
て収入先
力企業と比
から、東

る。

員でもある当社の
クスと信じ込み、
えた責任は重大で
個人献金を 年

経営者は、
他電源への
す。又、国
度から 足

った今までの献金
を進んで公開する
を公開すべきです
較し当社の取締役
電の 名に比較す

総額を返却
企業も増加
。このよう
名は一番

れば取締役

原発安全神話の
設備投資と電力
策と言い逃れな
並み揃えて 止
請求する位の反
しているとき、
に電力経営者の
多い人数です。
は 人で充分で

あり
取
当

外取
現

と電

ます。又、
締役会の意
社はこれま
締役を登用
在、関西電
力需給の安

やニ
わた
こ

必要
し

ーズの変化
る課題に直
れらの経営
はないと考
たがいまし

執行役員も経費削
見
で、取締役数の削
することにより監
力グループは、原
定化に向けた取組

減のため

減による
督機能を
子力発電
みをはじ

への対応、発電設
面しております。
課題に対処してい
えております。
て、取締役会は本

備・電力

くため、

議案に反

に大幅減員すべき

取締役会の活性化
強化してまいりま
の自主的かつ継続
めとして、お客さ

です。

を図るとと
した。
的な安全性
まや社会の

流通設備の充実・

現状においては、

対いたします。

強化、燃料

取締役の定

もに、複数の社

向上への取組み
みなさまの意識
調達など多岐に

員枠を変更する

第 号議案 定款一部変更の件



提

第

案の内容
第 章 監
条 本会社

提
関

いる
設備
全を

案の理由
電は監査役
と毎年答弁
投資と、そ
放置してき

査役及び監査役会
の監査役は、 名

第 条
以内とし

のうち 名を社外
してきました。と
れに伴うオール電
た取締役会に対し

から選任
ころが、
化主義経
て、監査

を以下のとおり変
全員を環境保護

更する。
等から

しているので、多
原発安全神話を見
営に突き進み、電
を見逃してきた責

様な視点か
抜けずに原
力設備全般
任の重大性

の推薦とする。

ら監査が出来て
子力偏重の電源
の老朽化防止保
は厳しく批判さ

れて
許し
なく
止 環
や執
どが

当然です。
てはならな
し、社会的
境問題等
行役員が責
推薦する監

取
当

任し
状に

締役会の意
社は、監査
、経営全般
おいては、

日本弁護士連合会
いとしています。
人道的 倫理的責
で広い視野を持ち
任を果たしている
査役を任命するも

などが
いまこそ
任を貫き
、公平な視
かどうか
のとしま

見
役の定員枠を
について、多様な
これを変更する必

名以内
視点から
要はない

お手盛り第三者委
取締役からの横す
、原発災害を絶対
点で人間集団が
をチェックできる
す。

員会 的な
べりや役所
に起こさず
豊かになる
ように、

とし、その過半数
公正な監査を実施
と考えております

に当たる
していると
。

監査役を企業は
からの天下りを
、地球温暖化防
方向へ、取締役

や な

名を社外から選
ころであり、現

し

第 号
提
当

第

たがいまし

議案 定款
案の内容
社の定款に
章
第

提
鳩

けた

条 地球
のため当社
案の理由
山元首相が
国家的ルー

て、取締役会は本

一部変更の件

以下の に
に基づく事業運営

議案に反

基づく事

環境の保全のため
は積極的な役割を

年には の
ルづくりは進まず

の世界的
はたす。

％削減を
低炭素

対いたします。

業運営 の章を新設する。

取り組みをグルー

国際的に約束し
社会つくり の言

プ全体で確

たにも関わ
葉だけで、

認し、その推進

らず、それに向
以降重

ねて
り組
済成
どへ
日

て

化石賞をも
みは相変わ
長で温室効
の説得力が
に全停止が
削減のた

示し
続可
取
関

にわ

、自然エネ
能となるよ
締役会の意
西電力グル
たり環境負

らったように世界
らず 排出原
果ガスの排出が左
なくなる と批判
予想され原発頼み
めに、他社購入分

の足を引
単位の削減
右される
されまし
の 削減
他電力融

ルギーへの転換方
うな 送配電線ス
見
ープは、地球環境
荷低減に向けた取

向を明ら
マートグ

問題を重
組みを推

っ張ってきました
に固執していま

原単位よりも総量
た。福島原発事故
策は破綻しまし
通分も含め、発

。福島原発
す。経済同
規制で行く
以降ついに
た。いまこ
電所ごとの

かにして、多様な
リッド化 の方向

要な経営課題とし
進しております。

地域分散型
に全力を上

て位置づけ

以後、当社の取
友会からも 経
べきで、中国な
原発はこの 月
そ当社は率先し
総量削減目標を
電源が容易に接
げるべきです。

、事業活動全般

電
量
気の供給面

当たり
については、電気
の 排出量の低

事業者自
減に向けて

らの努力が反映可
、原子力発電の

能な、お客
安全・安定

さまの使用電力
運転、火力発電



の高
どを
器や

効率化、水
進め、電気
エネルギー

省コ
こ

トグ
積極
し

スト・省
れらの取組
リッドの構
的に貢献し
たがいまし

力発電・太陽光発
の低炭素化に取り
管理をサポートす

電・風力
組んでお
るシステ

の実現に向け取
みと、高効率、高
築を一体で行うこ
てまいります。
て、あらためて本

り組んでお
品質、高信
とで、今

提案のよ

発電等の再生可能
ります。また、需
ムのご提案など、

エネルギー
要面につい
お客さまと

ります。
頼度の電力流通シ
後とも持続可能な

うな規定を設ける

ステムであ
低炭素社会

必要はなく

の開発、導入な
ても、高効率機
社会の省エネ・

る関電のスマー
の実現に向けて

、取締役会は本
議案

第 号
提
当

第

に反対いた

議案 定款
案の内容
社の定款に
章
第
提
当

が

条 オー
案の理由
社はガス業
以降、

します。

一部変更の件

以下の に
に基づく事業運営

基づく事

ル電化政策を中止

界と競合して オ
原発電力の夜間余

し、エネ

ール電化
剰がなくな

業運営 の章を新設する。

ルギー浪費を抑制

住宅 普及に全力
り、テレビコマ

する施策に

をあげてき
ーシャルの

切り替える。

ました。ところ
中止を含め全社

の営
余っ
回の
につ
ない
大量

業部門で働
た夜間電力
原発事故後
つまれてい
エネルギー
消費、大量

エネ
会に
取
関

ヒー

ルギーを行
貢献するこ
締役会の意
西電力グル
トポンプ技

く従業員はとま
の利用について
計画停電 節電
ます。すべての
を選択出来るよう
廃棄社会から抑止

どいを隠し
安価を理由
のお願い
お客さまが
にするの
への道と

政の支援で 地産
とが当社の大切な
見
ープは、低炭素社
術を活用した高効

地消の電
仕事です

会の実現と
率給湯機

きれません。出力
に、 オール電化
で オール電化
節電 省エネで

が真のサービスで
なります。地域社

を一定で
を推進し

住宅 の市
安全 安心
す。これによ
会や一般家

気 をつくり、原
。

負荷平準化に向け
エコキュート等、

発の不安か

た取組みを
効率や利便

運転する原発の
てきました。今
民は大きな不安
、 排出の少
って大量生産、
庭の多くが自然
ら脱却できる社

推進しており、
性の高い機器・

シス
する
客さ
て、
をサ
ク電

テムや、負
ことで、ご
まが効率的
現在の需給
ポートする
力の抑制に

こ
スト
し

第 号

のような取
・省 の
たがいまし

議案 定款

荷平準化に資する
家庭におけるエネ
で快適にエネルギ
状況に鑑み、電気
ためのサービスで
資する取組みも強

料金メニ
ルギー全
ーをご利
ご使用量
ある は
化してま

組みは、ご家庭の
実現を目指すもの
て、取締役会は本

一部変更の件

エネルギ
であります
議案に反

ューなどをお客さ
体の省エネ・省コ
用いただけるよう
を 見える化 し
ぴ みる電 や太
いります。

まのニーズ
スト・省
取り組んで
、ご家庭の
陽光発電の

ーのより効率的な
。
対いたします。

利用を図り

に応じてご提案
を実現し、お
おります。加え
エネルギー管理
推進など、ピー

、省エネ・省コ

提
当
案の内容
社の定款に以下の に基づく事業運営 の章を新設する。



第
第
章
条 従業

上を常に優
提
永

めが
てい
な制

案の理由
年にわたり
かからず、
ます。成果
度となり、

に基づく事業運営
員の基本的人権
先させる。

、消費者 地

指摘を続けている
休務期間が長期化
主義型賃金の導入
評価基準の細分化

にも拘ら
し、治癒
から何回
などさら

域住民の権利、グループ全

ず、精神疾患によ
できずやむなく退
かの 部分的手直
なる競争激化とな

る欠勤者の
職せざるを
し もしま
っています

体の労働環境向

増加傾向に歯止
得ない悲劇も出
したが一層複雑
。電力事業の極

めて
の
せて
る同
作業
も、

多種多様な
多能工化
います。こ
一労働同一
員の前近代
グループ全

組む
取
関

良好

べきです。
締役会の意
西電力グル
な職場環境

業務 作業はどれ
は、グループ従業
うした全国的に破
賃金制度に立ち返
的雇用形態を改め
体で働く人々の技

をとっても
員全体の
綻してい
るべきで
るべきで
術向上の

見
ープは、 関西電
の構築 を行動原

力グループ
則の一つ

重要業務です。
勤労意欲を喪失さ
る成果型賃金制度
す。また、 次か
す。当社は消費者
為に人員の増加を

無理な業務
せ、不祥事
をやめ、
ら 次と言
の安全と安
行い、労働

行動憲章
として掲げ、

において、
を軸に、

評価や必要以上
や事故を多発さ

の方針であ
われる原発下請
心を守るために
条件の向上に取

人権の尊重と
人材育成に重点

を置
継続
こ

気・
ま

おり

いた取組み
的に取り組
のなかで、
やりがいの
た、当社は
、協力会社

に安
止に
し

議案

全衛生教育
取り組んで
たがいまし
に反対いた

を展開するととも
んでいるところで
人事賃金制度につ
向上を図る観点か
、原子力発電所に
とともに労働安全

に、従業
あります
いては、
ら、継続
おける協
を協議す

を行っているほか
おります。
て、あらためて本
します。

、安全パ

提案のよ

員が安心して、活
。
従業員のより一層
的に内容の見直し
力会社との契約に
る組織を設置し、

き活きと働

の成長意欲
を実施して
おいて安全
発電所入所

トロールの実施な

うな規定を設ける

ど、安全衛

必要はなく

ける環境整備に

の喚起や、やる
おります。
の確保を定めて
時および定期的
生活動、災害防

、取締役会は本

第 号
提
当

第
第
提

議案 定款
案の内容
社の定款に
章
条 ライ

案の理由
関

るに
ます
もと
配電

西全域の現
も関わらず
。ライフラ
、必要な改
などライフ

一部変更の件

以下の に
に基づく事業運営
フライン基盤強化

基づく事

のための

場から 知見出来
、幹部は原発優先
イン設備の維持管
良や修繕の予算ま
ライン設備の保全

ない事故
主義を変
理はくら
で切りつ
に万全を

業運営 の章を新

設備投資と人材の

設する。

確保を常に

発生が予測される
えず、コスト削減
しと国民の生命に
めるのは間違いで
期すのは経営者の

と悲鳴に
の観点だけ
も関係しま
、発電所・
社会的責務

優先する。

近い声が出てい
を先行させてい
す。利潤優先の
変電所・送電・
です。これは不

況に
メ
苦しむ関西
ーカー・下

の地域経済や失業
請けへ丸投げ に

率改善に
せず、技

も貢献します。電
術責任が全う出来

力事業本来
る人員を確

のベース業務を
保し、職場の年



齢間
いる
中高

断絶を起こ
ように、グ
年齢層の高

取
関

の確
す。
ま

締役会の意
西電力グル
保を最優先

た、グルー

さぬよう採用数を
ループ全体で直ち
い技術力を若年層

守り続け
に 歳ま
に技術継

見
ープは、ライフラ
とし、設備の保全

プの将来の成長を

インを担
に万全を

支える多

るとともに、急ぐ
で賃下げ無しで定
承する施策を充実

べき事は厚
年延長すべ
させねばな

う事業者として、
期すため積極的に

様で活力ある人材

安全や電気
経営資源を

を確保する

労省が提起して
きです。そして
りません。

の品質・信頼度
投入しておりま

とともに、定年
退職
用す
さ

技術
がる
プ全

した従業員
ることとし
らに、若手
・技能者制
取組みを行
体の視点で

し
議案

第 号

たがいまし
に反対いた

議案 定款

を、本人の希望も
ています。
をはじめ幅広い層
度の活用など、将
うとともに、グル
の人材育成も推進

踏まえて

のスキル
来の確実
ープ全体
しており

て、あらためて本
します。

一部変更の件

提案のよ

再雇用し、高齢者

習得に対する支援
な業務遂行や技術
での人材交流や合
ます。

の知識、経

や、各種研
・技能の継
同研修の実

うな規定を設ける必要はなく

験を積極的に活

修の充実、専門
承・向上につな
施など、グルー

、取締役会は本

提
当

第
第

提

案の内容
社の定款に
章
条 不時

融通をより
案の理由

今
融通
量不
や、
て

回の東日本
を行う場合
足が指摘さ
数万年もの
総排出量

以下の に
に基づく事業運営
の災害や 排出
容易にできるよう

基づく事

が少ない再
日本の電

大震災の結果、多
の問題点として、
れました。原子力
廃棄物管理不安に
の増大が明白であ

くの原子
・ ヘ

発電所の
より原発
り、その

業運営 の章を新

生可能エネルギ
力網を整備する。

設する。

ーの普及拡

力発電所が停止に
ルツの周波数変換
定検後の再稼働に
依存への反対は圧
対策として 排

追い込まれ
装置や電力
ついて、世
倒的です。
出の少ない

大に備え、電力

、その結果電力
会社間連系の容
論は放射能汚染
原発停止に伴っ
電力を企業間の

壁を
とが
由に
め、
た電
取

越え優先的
求められま
周波数変換
全国ベース
力供給網の
締役会の意

当
域間
現

電力
時期

社は、これ
連系線の整
在、東日本
を増やせる
を、当初計

に供給するため、
す。その直流送電
することを考える
でクリーンな再生
整備を急ぐべきで
見

まず列島
線に各地
べきです
可能エネ
す。

までも、広域運営
備に努めてきてお
大震災以降の状況
ように、静岡県
画の平成 年 月

の観点か
ります。
を踏まえ
の東清水周
から平成

縦断直流超高圧送
で自然エネルギー
。今こそ、電力エ
ルギーを基礎にす

電線路を早
を無料で接
ネルギー危
る方向へ切

ら、必要に応じて

、周波数変換設備
波数変換所の運用
年度中に前倒し

他の電力会

の容量を早
容量を 万
するべく電

期に建設するこ
続し、各地で自
機を解消するた
り替え、安定し

社と協調して地

期に拡大し融通
に拡大する

力会社間で調整
を行
加
っておりま
えて、周波

す。
数変換設備を含む地域間連系線のあり方や必要量については、慎重な検



討が
業連
万

必要であり
合会からは
の増強

討結
再

した
でま
し

果を踏まえ
生可能エネ
風力発電の
いります。
たがいまし

、現在、国で議論
、周波数変換設備
が必要になるとの

が行われ
について
評価結果を

ながら、適切かつ
ルギーについても
導入拡大の取組み

て、あらためて本

真摯に対
、他の電
を進める

提案のよ

ているところであ
、大規模電源停止
説明しておりま

ります。そ
のリスクを
す。当社と

応してまいります
力会社と相互に協
など、引き続き普

うな規定を設ける

。
力して地域
及拡大に積

必要はなく

の中で、電気事
想定した場合に
しては、国の検

間連系線を活用
極的に取り組ん

、取締役会は本
議案

第 号
なお、提

に反対いた

株
議案から第
案株主（

第 号
提

充

議案 剰余
案の内容
会社側提案
原発を再稼
当する。ま

します。

主（ 名）からの
号議案までは
名）の議決権の

ご提案（第
、株主（
数は、

金の処分案の件

より配当を 円高
動するための工事
た日本原燃や日本

くする。
をいます
原子力発

号議案から第
名）からのご提
個であります。

号議案ま
案によるも

ぐ中止して、費用
電との契約を見直

をカットで
し、再処理

で）
のであります。

きた分を配当に
をしていないの

に
気
提
当

発停
ほど

支払ってい
代を配当の
案の理由
社は今期過
止による火
の大事故が

れて
ま

多額
てい

いる。
た、再処理
の再処理代
ないのに、

る再処理費用や、
原資とする。

去最大の 億円
力の燃料費の増加
起きたのに、原発

電気を買

を超える
として

を再稼動

についても、 本
を日本原燃に支払
前期同様の電気

の使用済
っている
料金を支払

っていないのに支

赤字決算の見通し
いる。しかしこの
するための不要な
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となった。原
分析は真実
工事に、巨
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。日本原子力発電
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ていないに
には、電気
燃には約

他社の原発の電
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ではない。これ
額の費用が使わ
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ま
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取

は約 億
、原子力発
決算の原因
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の処
わ

社は、株主
株主還元の
すが、配当
分案を最適
が国は、エ

円、これだけの費
電の費用はほとん
は、当社が長い間
ための積立金を取

見

用が無駄に
ど変わら
、危険な
り崩し、

のみなさまに対す
基本方針として
を維持いたします
と考えております
ネルギー自給率が

る経営の
おります。こ
ことから
。
％と極

支払われている
ない。コスト負担
原発に依存してき
子どもたちの避難

。原発が全
が大きいの
たからであ
や被曝の低

成果の配分に当た
の考え方に基づ
、第 号議案とし

めて低く、原油価

っては、安
き、厳しい
て提案して

格の高騰や

部止まっている
は原発である。
る。
減のために使う

定的な配当の維
経営環境にはあ
おります剰余金

化石燃料調達先
の特
料サ

定地域への
イクルは、

依存など、さまざ
今後ともエネルギ

まなリス
ーの安定

クに直面しており
供給やエネルギー

、原子力発
資源の有効
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重要
当

再処

であると考
社は、国の
理契約を締

てお
工場
化に
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当
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関する事象
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原子力利用に関す
結しております
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。同社は、
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取締役
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依存など、さまざ
過度に依存しない

まなリス
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クに直面しており
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ますことか
であり、安

ら、当社として
全確保を大前提



に原
原
電

子力発電を
子力発電所
源の確保

ため
一層
ます
た対
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の緊急対策
の安全性・
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策により安
きないもの

今後も重要な電源
の安全性向上対策
、 原子炉の冷却機

として活
について
能の確保

を直ちに実施し、
信頼性向上に資す
いても、大飯発電
全性の確保が図ら
との判断がなされ
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る対策に
所第 、
れており
ておりま

用していく必要が
は、福島第一原子
、 使用済燃料プ

あると考え
力発電所の
ールの冷却

多様性を拡充して
ついても、計画に
号機について、

、福島第一原子力
す。

まいりまし
基づき着実
これまで当
発電所の事

ております。
事故を踏まえ、
機能の確保 の
た。また、より
に実施しており
社が実施してき
故と同様の事故

当
めて
する
発電
当

め、

社は、規制
いくことが
新たな知見
所の安全性
社は、電気
その結果、

で
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締役
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ります。
締役につい
会の監督機
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えており
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案の内容
社の定款に

を実施するとの観
株主総会の決議に
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については、でき
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るだけ早く
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を求めら

一部変更の件

以下の条を新設する。
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との判断がなされ
の枠組みにとどま
不可欠であると考
への対応や諸外国
向上対策を着実に
て、取締役会は本

ておりま
ることな
えており
の動向も
実施して
議案に反

一部変更の件

以下の章を新設する。

す。
く、安全性向上対
、今後も、福島第
踏まえた最新の知
まいります。
対いたします。

策を自主的
一原子力発
見への対応

かつ継続的に進
電所の事故に関
も含め、原子力

第
第

提
当

章 電気料
条 原発

消費者に対
ば電気代の
案の理由
社は、当年

増し
原発

立

、他社から
にも莫大な
再処理は行
て、毎年約
電源開発促

金の値上げと情報
の再稼動ができな
し、十分に情報公
値上げは行わない

度業績見通しを

公開
いことを
開し、説
。

億円の
の買電も増え、収
費用がかかること
き詰まり、 年度
億円を日本原

進税約 億円は

益が悪化
を説明し
以降実績
燃に支払っ
ほぼ原発の

理由に電気料金の
明をしたうえで消

赤字と発表、原発

値上げをし
費者の納得

停止により
したからという。
ていない。
がないのに、毎年
ている。
ための地元対策

しかし関電

再処理費用

費だが、原

てはならない。
を得られなけれ

火力燃料費が倍
は停止している

約 億円を積

発費用に整理さ
れ

以
が採
者の

ていない。
福井県と原
核燃料税
上は全原発
択されたが
経営者だと

べき
取
当

め、
で

であり、原
締役会の意
社は、電気
その結果、
％の電気料

発立地市町への寄

停止でも発生する
、提案者は関電
報道された。原発

付は匿名

費用だ。
から 年間
は秘密が

発停止を理由に電
見
の安全・安定供給
財務体質の強化を
金引下げを実施し

気料金値

を確保し
図るとと
、電気料

で、株主にも公表

昨年高浜町議会で
に 件、総額約
多く費用の全貌は

されていな

原発再稼動
億円の工
不明だ。原

上げは許されない

つつ、経営全般に
もに、平成 年以
金の中長期的な安

。

わたる効率
降、 回に
定化・低廉

い。

を求める意見書
事を受注した業
発費用を公表す

化を積極的に進
わたり単純累計
化に努めてまい

りま
現
した。
在は、原子力発電所の停止に伴う火力燃料費の増大などに伴い、財務体質の急激な



悪化
回避
今

が見込まれ
してきてお
後も、安全

経営
ま

て、
も引
し

効率化の取
た、当社は
すでに原子
き続き情報
たがいまし

る厳しい状況にあ
ります。
確保を大前提とし

りますが

て原子力
組みをさらに強化
、電気事業会計規
力発電に要する費
公開に努めてまい
て、取締役会は本

するなど
則第 条に
用を公表
ります。
議案に反

、内部留保を取り

発電所の再稼動に

崩すことに

全力で取り
、収支状況の改善
規定される電気
するなど適切に情

対いたします。

を図ってま
事業営業費
報公開を行

より、値上げを

組むとともに、
いります。
用明細表におい
っており、今後

第 号
提
当

第
第

議案 定款
案の内容
社の定款に
章 再処理
条 当社

提
複

と経
が発

案の理由
数の電力会
産省が 撤
覚し、再協

一部変更の件

以下の章を新設す
からの撤退
は再処理から撤退

る。

する。

社幹部から 再処
退を検討すべき
議は実現しなかっ

理は大丈
と極秘で
たと報道

夫か と懸念の声
協議をもったが
された。

が上がって
ヶ月後東電

いた 年、東電
のトラブル隠し

ま
下に
国民
た。
社は
今

た 年エネ
指示したと
が負担する
トラブル続
約 億円
年 月、高

今年
東

求め
取
わ

月の完工
電が破綻状
る。
締役会の意
が国は、エ

庁課長が 直接処
も報道された。コ
制度ができ、六ヶ
きでほとんど再処
を再処理代として
レベル溶融炉で始

分は再処
スト試算
所再処理
理はでき
日本原燃
まった準備

予定は 回目の延
態の今年こそ、当

見
ネルギー自給率が

期となる
社取締役

％と極

理の 分の と
隠蔽の直後、再処
工場は 年 月末
ていないが、 年
に支払っている。
作業も、炉内のレ

いうコスト
理等の費用
日アクティ
度から 年

ンガが剥離
のは間違いない。
が再処理撤退の提

めて低く、原油価

案に賛同を

格の高騰や

試算の隠蔽を部
として 兆円を
ブ試験を開始し
度の 年間で当

しすぐに中断、

表明することを

化石燃料調達先
の特
料サ
重要
当

再処
てお

定地域への
イクルは、
であると考
社は、国の
理契約を締
り、技術的

工場
化に
進め
再
し

の本格操業
関する事象
ております
処理費用に
たがいまし

依存など、さまざ
今後ともエネルギ
えております。
原子力利用に関す
結しております
な課題解決を図り

まなリス
ーの安定

る基本的
。同社は、
、安全性

を開始するとの計
に対する原因究明
。
ついては、同社と
て、取締役会は本

画を示し
および再

の契約に
議案に反

クに直面しており
供給やエネルギー

な方針を踏まえ、
これまでに使用済
の確保を最優先に

、原子力発
資源の有効

日本原燃株
燃料約
慎重に試験

ており、また、こ
発防止対策につい

基づき支払ってお
対いたします。

れまでに発
て、国の確

ります。

電および原子燃
利用の観点から

式会社と必要な
トンを再処理し
を進め、再処理
生したガラス固
認をとりながら



第 号
お、提案

株
議案から第
株主（ 名

第 号
提

（経

議案 定款
案の内容
第 章 総
営の透明性

主（ 名）からの
号議案までは、

）の議決権の数は

ご提案（第
株主（
、

一部変更の件

則 に以下の条文
の確保）

を追加す

号議案から第
名）からのご提案
個であります。

号議案ま
によるもの

る。

で）
であります。な

第

提
電

であ
び政

条の
より、需要
案の理由
力事業は、
り、経営及
治的団体等

者等
格の
提
電

であ

に対する寄
適正化に努
案の理由
力事業は、
り、経営及

本会社は、可能な
家の信頼及び経営
（提案株主（ 名）
その公益性に鑑み
び事業に関する最
への寄付等の便益

限り経営
の透明性
、議決権の
、需要家
大限の情
供与や、

付等については一
めることを会社の
（提案株主（ 名）
その公益性に鑑み
び事業に関する最

切行わな
方針とし
、議決権の
、需要家
大限の情

及び事業に関する
を確保する。
数（ 個））
の信頼と経営の透
報開示を行う必要
例えば 原子力安

情報開示を

明性を確保
がある。同
全委員会

いとともに、あわ
て明確に示すこと
数（ 個））
の信頼と経営の透
報開示を行う必要

せて競争入
が必要であ

明性を確保
がある。

することなどに

することが必要
時に、政治家及
等に携わる研究
札による調達価
る。

することが必要

取
関

なさ
して
この
明性

締役会の意
西電力グル
まにより支
の使命を果
ような認識
の高い開か

し、
ホー
努め
ま

社会に対す
ムページな
てまいりま
た、寄付金

見
ープの事業活動は
えられております
たし、持続的に成
のもと、平成
れた事業活動 な

、お客さ
。こうし
長を遂げ
年に 関西
ど つの

る責任を誠実に果
どを通じて情報を
す。
の支出に当たって

たしてい
積極的に

は、公益

まや地域社会をは
たみなさまからい
ていくための基盤
電力グループ
行動原則に基づき

じめとした
ただく信頼
であると考
行動憲章

、すべての
くこととしており
お届けしており、

事業としての立場

ます。当社
今後も引き

を踏まえ、

社会の多くのみ
こそが、企業と
えております。
を定め、 透

事業活動を展開
は、記者発表や
続き情報開示に

公益への寄与、
地域
個

それ
な
資

スト

社会への貢
別の寄付実
があるため
お、当社は
材調達に当
低減を図っ

適化
注単
今

夫、
プラ

の観点から
位の見直し
後も、これ
取引先提案
イチェーン

献等の観点から、
績の開示について
、行っておりませ
政治家や政治団体
たっては、指名競
ております。また

当該寄付
は、相手
ん。
に対する
争入札に
、継続的

、安全・品質・工
および業務運営の
まで以上に、競争
の活性化、価格査
全体最適化の取組

事力の確
効率化等
入札の可
定の充実
みにより

の趣旨を慎重に考
方との関係や今後

寄付は行っており
加えて、さまざま
な取引においては

慮し、対処
の業務遂行

ません。
な発注方法
、サプライ

保および技術力の
による原価低減に
能性の追求や競争
等によりコスト低
安定調達とコスト

維持を図り
取り組んで
効果を高め
減に取り組
低減の両立

しております。
上支障となるお

の工夫によりコ
チェーン全体最
つつ、仕様や発
おります。
る発注方法の工
むとともに、サ
に注力してまい

りま
し
す。
たがいまして、あらためて本提案のような規定を設ける必要はなく、取締役会は本



議案

第 号

に反対いた

議案 定款
提

（取
第
提

案の内容
第 章 取
締役の報酬
条の

案の理由

します。

一部変更の件

締役及び取締役会
の開示）
取締役の報酬に関
（提案株主（ 名）

に以下

する情報
、議決権の

の条文を追加する

は個別に開示する
数（ 個））

。

。

関
規模
針を
であ
提
関

西電力が脱
導入、天然
大転換して
る。
案の理由
西電力が脱

可能
新に
明性
取

エネルギー
向けて現在
を高めるこ
締役会の意

原子力発電と安全
ガス火力発電所の
いくためには、徹

（提案株主（ 名）
原発依存と安全性

性の確保
新増設と
底したコ

、議決権の
の確保、

などの大規模導入
の経営方針を大転
とが必要である。
見

、天然ガ
換してい

、発送電分離や再
いった事業形態の
スト削減と経営の

数（ 個））
発送電分離を含め

生可能エネ
革新に向け
透明性を高

た電力シス
ス火力発電所の新
くためには、徹底

増設といっ
したコスト

ルギーなどの大
て現在の経営方
めることが必要

テム改革、再生
た事業形態の革
削減と経営の透

当
づき
当

を開
報告
こ

社では、取
、取締役会
社としては
示すること
において役
のような方

す。
し

第 号
提

たがいまし

議案 定款
案の内容

締役および監査役
の決議あるいは監
、経営に係るコス
が株主のみなさま
員報酬の総額を開
法は、適法と認め

に対する
査役の協議
トとして
にとって
示してお
られてお

て、取締役会は本

一部変更の件

議案に反

報酬、賞与につい
により適正妥当な
取締役および監査
重要であると考え
ります。
り、一般的にも採

ては、株主
金額を決定
役に支給さ
ており、法

用されてい

対いたします。

総会の決議に基
しております。
れる報酬の総額
令に従い、事業

るものでありま

本
第
（電
第

会社の定款
章 脱原発
力需要の抑
条 本会

レスポンス
ギーの推進

提
本

価格
小売
ス実

案の理由
会社の経営
の適正化や
進出等とと
施、リアル

に以下の章を新設
と安全性の確保及
制と新たなサービ
社は、経営体質の
の実施などを通じ
を契機とした新た

し、以下
び事業形
スの展開
強化を図
て電力需
なサービ

（提案株主（ 名）
体質の強化に向け
過剰な広報費の削
もに、電力需要抑
タイム市場創設や

、議決権の
て、従業
減、不要
制のため
ネガワッ

の条文を追加する
態の革新
）
るため、スマート
要の抑制に努める
ス事業を積極的に

。

メーターの
とともに、
展開する。

数（ 個））
員数の削減はもと
資産売却等のほか
にスマートメータ
ト取引など、新た

より、競争
、他の電力
ー活用やデ
なサービス

活用やデマンド
節電・省エネル

入札による調達
会社エリアへの
マンドレスポン
事業を積極的に

展開
提
するべきで
案の理由

ある。
（提案株主（ 名）、議決権の数（ 個））



本
価格
マー

会社の経営
の適正化や
トメーター

引な
取
当

さま
に加

ど、新たな
締役会の意
社の営業活
や社会のニ
え、生活や

体質の強化に向け
過剰な広報費の削
活用やデマンドレ

て、従業
減、不要
スポンス

サービス事業を積
見
動の基本は、安全
ーズにしっかりお
ビジネスにおける

極的に展

・安定供
応えして
安全性・

員数の削減はもと
資産売却等のほか
実施、リアルタイ

より、競争
、電力需要
ム市場創設

開するべきである

給を使命とする電
いくことであり、
快適性など、多様

。

気事業をコ
省エネ・省
なニーズに

入札による調達
抑制のためにス
やネガワット取

アとして、お客
コスト・省
お応えすべく、

商品
ス

的に
よる
中心
善を

やサービス
マートメー
取り組んで
お客さま満
に はぴ
加えつつ、

ま
をご
グル
や省

た、法人の
用意すると
ープ会社と
エネ機器設

メニューの開発・
ターの導入につい
おり、平成 年
足の向上ならびに
みる電 を開始し
お客さまニーズを

ご提案に
ては、欧
月には、
節電や省
、以降も
踏まえた

お客さまについて
ともに、当社直営
の共同活動として
置工事、運用サー

も、需給
による省エ
エネルギ
ビスのご

取り組んでまいり
米で注目されはじ
スマートメーター
エネに資する取組
、需給状況に応じ
サービスの向上に

ました。
める以前か
を活用した
みとして、
て節電や省
取り組んで

調整契約というデ
ネ診断等のエネル
ー使用状況の分析
提供などに取り組

マンドレス
ギーコンサ
などさらに
んでまいり

ら自主的・積極
見える化 に
一般のご家庭を
エネに資する改
まいりました。
ポンスメニュー
ルティングや、
精度の高い診断
ました。

こ
後も
トメ
ト等
況の
上の

れまでにス
、政府が平
ーター化
、ピーク抑
ほか、お客
課題や事業

し
議案

第 号

たがいまし
に反対いた

株
議案から第

マートメーターに
成 年 月に決定
に向けた取組みを
制の実効性を高め
さまの生活や生産
としての実現性な

ついては
した目標で
推進してま
ることが
活動に与
ども考慮

て、あらためて本
します。

主（ 名）からの
号議案までは、

提案のよ

ご提案（第
株主（

、総需要の約 割
ある 今後 年以
いります。また、
できるサービスメ
える影響、お客さ
しつつ、引き続き

について導
内に総需要
ピークシフ
ニューにつ
まの受け容
検討してま

うな規定を設ける

号議案から第
名）からのご提案

必要はなく

号議案ま
によるもの

入しており、今
の 割をスマー
トやピークカッ
いては、需給状
れやすさ、運用
いります。
、取締役会は本

で）
であります。な

お、提案

第 号
提

（取

株主（ 名

議案 定款
案の内容
第 章 取
締役の責任

第 条
本会社は

役の同法第
意でかつ重
計額を限度

）の議決権の数は

一部変更の件

締役及び取締役会
免除）

、

第 条

、会社法第 条
条第 項の損

大な過失がない
とする契約を締結

第 項の規
害賠償責任
場合は、会
すること

個であります。

第 項として以下の条文を追

定により、社外
を、当該社外取
社法第 条第
ができる。

取締役との
締役が職務
項第 号に

加する。

間に、社外取締
を行うにつき善
定める金額の合

提
社
案の理由
外取締役に適切な人材の招聘を容易にし、期待される役割を十分に発揮できるよう



にす
締役
加す

るために、
の責任免除
る。

取
当

会社
締役
てお

締役会の意
社は、取締
法第 条
および監査
ります。

会社法第 条の
）第 項として、

責任限定契
社外取締

見
役および監査役が
第 項の規定によ
役の損害賠償責任

期待される
り、取締役
を法令の

約に関する規定
役と責任限定契約

に基づき、
を締結でき

役割を十分に果
会の決議によって
限度において免除

たせるよう
、同法第
することが

定款第 条（取
る旨の規定を追

、定款において、
条第 項の取
できる旨、定め

ま
経験
び定
以

す。
し

た、当社は
者等、多様
款に従い忠
上のことか

たがいまし

第 号
提
本

議案 定款
案の内容
会社の定款

、社外取締役ある
な人材を招聘し、
実にその職務を遂
ら、社外取締役と

て、取締役会は本

いは社外
それぞれ
行し、当
の責任限

議案に反

一部変更の件

に以下の章を新設し、以下

監査役として企業
の豊富な経験、識
社事業の発展に貢
定契約を導入する

対いたします。

経営者、弁
見等を活か
献いただい
必要はない

の条文を追加する。

護士および学識
して、法令およ
ております。
と考えておりま

第
（代
第

章 脱原発
替電源の確
条 本会

な導入によ
ネルギー源
安定した電

提
脱

向け
ジェ
大限

案の理由
原発に向け
た取組みの
ネ買取を含
努めるとと

と安全性の確保及
保）
社は、原子力発電
る自立分散型電源
の導入により、新
力供給の役割を担

び事業形

の代替電
の活用や
たな発電
う。

て原子力発電所を
強化や他の電力会
む の強化や
もに、中長期的に

廃止する
社からの
天然ガス
は、再生

態の革新

源として、再生可
天然ガス火力発電
事業を積極的に推

能エネルギ
所の新増設
進すること

ために、当面の対
電力融通などに加
火力発電所の新増
可能エネルギーの

策として、
え、関西以
設等により
飛躍的な導

ーなどの飛躍的
など、多様なエ
により、低廉で

電力需要抑制に
外の ・コ
供給力確保に最
入など多様なエ

ネル
取
当

確保
や経
を

ギー源の導
締役会の意
社は、お客
（ ）
済性（
加えた、

続け
わ

の特
は、
に原

ることが重
が国は、エ
定地域への
化石燃料に
子力発電を

入を図るべきであ
見
さまに良質で低廉
を大前提に、長期

）、地球環境
の観点

る。

な電気を
的なエネル
問題への対
で総合的に

要であると考えて
ネルギー自給率が
依存など、さまざ
過度に依存しない
今後も重要な電源

おります
％と極

まなリス
エネルギ
として活

安定的にお届けす
ギーセキュリティ
応（
勘案し、電源に

る使命を果
の確保（

ついて多様
。
めて低く、原油価
クに直面しており
ーミックスが大切
用していく必要が

格の高騰や
ますことか
であり、安
あると考え

たすため、安全
）

）の つの
な選択肢を持ち

化石燃料調達先
ら、当社として
全確保を大前提
ております。

加
有す

えて、火力
る コ

発電については、
ンバインドサイク

姫路第二
ル発電方

発電所で進めてい
式の採用など、高

る世界最高
効率化を目

水準の熱効率を
指した既設発電



所の
エネ
き開

設備更新や
ルギーセキ
発・普及拡

し

第 号
提
本

たがいまし

議案 定款
案の内容
会社の定款

新増設に取り組ん
ュリティや地球温
大に積極的に取り

でまいり
暖化対策
組んでま

て、取締役会は本

一部変更の件

に以下の章を新設

議案に反

し、以下

ます。また、再生可
の観点から重要な
いります。

能エネルギ
エネルギー

対いたします。

の条文を追加する。

ーについても、
として、引き続

第
（事
第

章 脱原発
業形態の革
条 本会

り、原子力
の安定化を
もしくは送

提
脱

給力
門の

案の理由
原発の推進
の向上と電
分離を速や

と安全性の確保及
新）
社は、電気事業を
に代わる多様なエ
図るため、必要な
配電部門の売却等

び事業形

営むにあ
ネルギー
法制度の
適切な措

には、自由・公正
力料金の安定化を
かに進めるべきで

な競争に
図る必要
あり、例

態の革新

たって、多様な主
源の導入を促進し
整備を国に要請し
置を講ずる。

体の自由・
、供給力の
、可及的速

より多様なエネル
がある。このため
えば送配電部門分

ギー源の導
発電部門も
離の場合、

公正な競争によ
向上と電力料金
やかに発電部門

入を促進し、供
しくは送配電部
まず、法制度整

備を
分離
送配
して
取
当

国に要請し
に取組み、
電網拡充等
確立させる
締役会の意
社は、わが

安定
事業
当

公平
の事

供給などの
体制が適切
社は、これ
性を確保し
業体制のも

、可能な状況にな
発電会社からの独
を行い、最終的に
など、発送電分離
見
国、とりわけ関西

れば持株
立性を確
は所有分
に向けた

地域の活
公益的課題に対応
であると考えてお
まで、情報遮断や区
、自由・公正な競
と、送配電部門の

する責任
ります。
分経理等
争環境づ
透明性・

会社設立と送配電
保しつつ送配電会
離により中立的な
事業形態の革新に

性化・持続的発展

部門の子会
社としての
系統運用を
取り組むべ

のためには
ある主体が必要で

の規制やルールに
くりを進めてまい
公平性を高めるた

あり、その

より送配電
りました。
めの工夫を

社化による法的
ノウハウ蓄積と
行う事業主体と
きである。

、電気の安全・
ためには現行の

部門の透明性・
引き続き、現行
していくととも

に、
加

の確

ミッ
保に

お客さまの
えて、当社
保（

）
クスのあり
取り組んで

な
電網
ご提
する
ま

お、第 号
の拡充につ
案されてお
おそれがあ
た、当社は

選択肢の拡大につ
は、安全確保（

）や経済
の つの を加え
方や需要動向を踏
まいります。

いても、
）を大

性（
た、
まえつつ

議案において天然
いてご提案される
りますが、これは
ると考えておりま
、電気の安全・安

ガス火力
一方で、
、当社の
す。
定供給を

しっかりと検討を
前提に、長期的
）、地球環境問
の観点を総

、引き続き、多様

進めてまい
なエネルギ
題への対応
合的に勘案
な電源の導

発電所の新増設、
発電部門もしくは
事業継続を危うく

確保しつつ、経営

また、本議
送配電部門
し、企業価

全般にわた

ります。
ーセキュリティ
（
したエネルギー
入や供給力の確

案において送配
の売却について
値を著しく毀損

る効率化を積極
的に
純累

進め、その
計で ％の

結果、財務体質の
電気料金引下げを

強化を図
実施し、

るとともに、平成
電気料金の中長期

年以降、
的な安定化

回にわたり単
・低廉化に努め



てま
し
いりました
たがいまし

第 号
の議決権

第 号

議案は、株
の数は、

議案 定款

。
て、取締役会は本議案に反

株主（ 名
主（ 名）からの

個でありま

一部変更の件

）からのご
ご提案によ
す。

対いたします。

提案（第 号議案
るものでありま

）
す。なお、提案株主（ 名）

提
本

第
（脱
第

案の内容
会社の定款
章 脱原発
原発依存と
条 本会

可能な限り

提

前項の規
稼働する場
の低減に努
上で、必要
案の理由

に以下の章を新設
と安全性の確保及
安全性の確保）
社は、原子力発電
早期に構築する。

し、以下
び事業形

に依存し

定による電力供給
合は、既設の火力
めるとともに、原
最低限の範囲で行

体制が構
発電所等
子力発電
うものと

の条文を追加する
態の革新

ない、持続可能で

。

安心安全な

築されるまでの間
の活用による必要
所の安全性の確保
する。

において、
な供給力の
と地域の住

電力供給体制を

原子力発電所を
確保と電力需要
民の理解を得た

平
ば、
なも
力供
第

働す

成 年 月
ひとたび原
のとなるこ
給体制を可
項の規定

る場合は、
に努
要最
取
当

めるととも
低限の範囲
締役会の意
社は、お客

日に発生した東
子力発電所で大事
とは明らかであり
能な限り早期に構
による電力供給体
既設の火力発電所

京電力福
故が発生
、原子力
築してい
制が構築
等の活用

に、原子力発電所
で行う必要がある
見
さまに良質で低廉

の安全性
。

な電気を

島第一原子力発電
すれば、市民生活
発電に依存しない
く必要がある。
されるまでの間に
による必要な供給

所の深刻な
や経済活動
、持続可能

おいて、原
力の確保と

の確保と、地域の

安定的にお届けす

住民の理解

る使命を果

事故を踏まえれ
への影響は過酷
で安心安全な電

子力発電所を稼
電力需要の低減
を得た上で、必

たすため、安全
確保
や経
を

続け
わ

の特

（ ）
済性（
加えた、
ることが重
が国は、エ
定地域への

は、
に原
原
電

ため

化石燃料に
子力発電を
子力発電所
源の確保
の緊急対策

を大前提に、長期
）、地球環境

の観点
要であると考えて
ネルギー自給率が
依存など、さまざ

的なエネル
問題への対
で総合的に
おります
％と極

まなリス
過度に依存しない
今後も重要な電源
の安全性向上対策
、 原子炉の冷却機
を直ちに実施し、

エネルギ
として活
について
能の確保
多重性・

ギーセキュリティ
応（
勘案し、電源に
。
めて低く、原油価
クに直面しており

の確保（

ついて多様

格の高騰や
ますことか

ーミックスが大切
用していく必要が
は、福島第一原子
、 使用済燃料プ
多様性を拡充して

であり、安
あると考え
力発電所の
ールの冷却
まいりまし

）
）の つの

な選択肢を持ち

化石燃料調達先
ら、当社として
全確保を大前提
ております。
事故を踏まえ、
機能の確保 の
た。また、より

一層
ます

の安全性・
。政府にお

信頼性向上に資す
いても、大飯発電

る対策に
所第 、

ついても、計画に
号機について、

基づき着実
これまで当

に実施しており
社が実施してき



た対
は起
当

策により安
きないもの
社は、規制

めて
する
発電
加

有す

いくことが
新たな知見
所の安全性
えて、火力
る コ

全性の確保が図ら
との判断がなされ
の枠組みにとどま

れており
ておりま
ることな

不可欠であると考
への対応や諸外国
向上対策を着実に
発電については、
ンバインドサイク

えており
の動向も
実施して
姫路第二
ル発電方

、福島第一原子力
す。
く、安全性向上対

発電所の事

策を自主的
、今後も、福島第
踏まえた最新の知
まいります。
発電所で進めてい
式の採用など、高

一原子力発
見への対応

る世界最高
効率化を目

故と同様の事故

かつ継続的に進
電所の事故に関
も含め、原子力

水準の熱効率を
指した既設発電

所の
エネ
き開
し

設備更新や
ルギーセキ
発・普及拡
たがいまし

株
第 号
お、提案

第 号
提

議案から第
株主（ 名

議案 取締
案の内容

新増設に取り組ん
ュリティや地球温
大に積極的に取り
て、取締役会は本

主（ 名）からの

でまいり
暖化対策
組んでま
議案に反

ご提案（第
号議案までは、

）の議決権の数は

役 名選任の件

株主（
、

ます。また、再生可
の観点から重要な
いります。
対いたします。

号議案から第

能エネルギ
エネルギー

号議案ま
名）からのご提案
個であります。

によるもの

ーについても、
として、引き続

で）
であります。な

村
村上
略歴
昭
昭
平

上憲郎を社
憲郎（昭和
等
和 年 月
和 年 月
成 年 月

平
平
平
平

成 年 月
成 年 月
成 年 月
成 年 月

外取締役に選任す
年 月 日生）

日立電子入社
日本 入社
インフォミック

る。候補

（昭和 年
ス副社長

ノーザンテレコ
ドーセントジャ
グーグル米国本
グーグル日本法

ムジャパ
パン社長
社副社長
人名誉会

者の略歴等は以下

月 平成 年
兼日本法人社長

のとおりで

月、

ン社長兼最高経営

兼日本法人代表取
長

責任者

締役社長

ある。

米国本社出向）

平
平
平
平
平
平

成 年 月
成 年 月
成 年 月
成 年 月
成 年 月
成 年 月

平
平

所有
重要
・

成 年 月
成 年 月
する会社の
な兼職の状
株式会社村

株式会社村上憲
会津大学参与
慶應義塾大学大
国際大学グロコ
大阪府特別参与
株式会社ブイキ

郎事務所
（現在に至
学院特別
ーム主幹
並びに大
ューブ社

経産省産業構造
経産省資源エネ

株式 な し
況
上憲郎事務所代表

委員会情
ルギー庁

取締役

代表取締役（現在
る）
招聘教授（現在に
研究員・教授（現
阪市特別参与（現
外取締役（現在に

に至る）

至る）
在に至る）
在に至る）
至る）

報経済分科会委員
スマートメータ制

（現在に至
度検討会委

る）
員（現在に至る）

・
・
大阪府特別
経産省産業

参与並びに大阪市
構造委員会情報経

特別参与
済分科会委員



・
・

上記

経産省資源
株式会社ブ
社外取締役

提
脱

力供
ため
事業

案の理由
原発と代替
給体制の充
、当会社の
展開を含め

エネルギー庁スマ
イキューブ社外取
候補者と本会社と

ートメー
締役
の間に特

電源の確保ならび
実と需要抑制を図
取締役として選任
たエネルギーに関

に発送電
るために
されるべ
する諸課

タ制度検討会委員

別の利害関係はありません。

分離に加えて、新
、経営方針の大転
き人物として、電
題とその対策につ

たな電力市
換を図る必
力需要抑制
いて精通し

場形成による電
要がある。この
に向けた新たな
、かつ、企業の

経営
コン
ピュ
たな
村上
取

全般につい
ピューター
ーターのハ
事業展開に
憲郎氏を社
締役会の意

関
需給
ズの
課題

西電力グル
の安定化に
変化への対
に直面して

ての経験と見識を
の黎明期から今日
ード・ソフトに関
あたって、必要か
外取締役として選
見

有する人
に至るま
する最新
つ十分な経
任するも

ープは、原子力発
向けた取組みをは
応、発電設備・電
おります。

電の自主
じめとし
力流通設

材が求められると
でその第一線で活
の知見が要求され
験と見識を備え
のである。

ころである
躍してきて
る電力需給
ている。以上

的かつ継続的な安
て、お客さまや社
備の充実・強化、

全性向上へ
会のみなさ
燃料調達な

。村上憲郎氏は、
おり、特にコン
調整に関する新
の理由により、

の取組みと電力
まの意識やニー
ど多岐にわたる

こ
識見
させ
な

戦略
ます

れらの経営
等を有する
ていただい
お、村上憲
会議委員と
が、取締役

し

第 号
提

たがいまし

議案 定款
案の内容
第 章 総

課題に対処してい
社外取締役候補者
ており、この会社
郎氏は、大阪府特
して、脱原発や事
会といたしまして

くため、
を含めた
提案が最
別参与・
業形態等
は、そのすべ

て、取締役会は本

一部変更の件

則 に以下の条文

議案に反

を追加す

当社の取締役とし
名の候補者の選

適と考えておりま
大阪市特別参与で
に関する株主提案
ての議案に反対し

てふさわし
任を第 号
す。
あり、大阪
議案の作成
ているとこ

対いたします。

る。

い能力、経験、
議案として提案

府市エネルギー
に参画されてい
ろであります。

（再
第

提
電

であ

就職受入の
条の

わない。
案の理由
力事業は、
り、取締役

の他
取
当

経営
す。

の名目での
締役会の意
社は、経営
を担うにふ

制限）
取締役及び従業員

その公益性に鑑み
のみならず従業員

等につい

、需要家
等につい

報酬支払いは行わ
見
環境や経営課題等
さわしい取締役候

ないこと

から、必
補者を決

て、国等からの再

の信頼と経営の透
ても、国等の公務

就職の受け

明性を確保
員の再就職

とすべきである。

要かつ適正な取締
定し、株主総会に

役の体制を
てご承認い

入れはこれを行

することが必要
受入や顧問等そ

検討し、当社の
ただいておりま

ま
求め

た、従業員
られる要件

等につきましても
を個別具体的に設

、高度な
定したう

専門性や知見が必
えで、その要件を

要とされる
満たす人材

分野において、
を募集し、厳正



なる
こ

なく

選考のうえ
のように、
、あくまで

とし
とす
し

第 号

て決定ある
る当社事業
たがいまし

議案 定款

、採用しておりま
当社は、公務員経
その有する能力、

す。
験者を、
経験、識

いは従業員等とし
の発展にそれぞれ
て、取締役会は本

一部変更の件

て採用し
貢献いた
議案に反

その職歴のみを理
見等を総合的に勘

由に受け入
案したうえ

ているものであり
だいております。
対いたします。

、電気の安

れているのでは
で取締役候補者
定供給をはじめ

提

（取
第
提
関

案の内容
第 章 取
締役の定員
条 本会

案の理由
西電力が脱

規模
針を
であ
取

導入、天然
大転換して
る。
締役会の意

締役及び取締役会
）
社の取締役は 名

原子力発電と安全

第 条

以内とす

性の確保
ガス火力発電所の
いくためには、徹

見

新増設と
底したコ

を以下の通り変更

る。

、発送電分離や再

する。

生可能エネ
いった事業形態の
スト削減と経営の

革新に向け
機動性を高

ルギーなどの大
て現在の経営方
めることが必要

当
外取
現

と電
やニ
わた

社はこれま
締役を登用
在、関西電
力需給の安
ーズの変化
る課題に直

こ
必要
し

第 号

れらの経営
はないと考
たがいまし

議案 定款

で、取締役数の削
することにより監
力グループは、原
定化に向けた取組
への対応、発電設
面しております。

減による
督機能を
子力発電
みをはじ
備、電力

課題に対処してい
えております。
て、取締役会は本

一部変更の件

くため、

議案に反

取締役会の活性化
強化してまいりま
の自主的かつ継続
めとして、お客さ
流通設備の充実・

を図るとと
した。
的な安全性
まや社会の
強化、燃料

現状においては、

対いたします。

取締役の定

もに、複数の社

向上への取組み
みなさまの意識
調達など多岐に

員枠を変更する

提
本

第
（脱
第

案の内容
会社の定款
章 脱原発
原発と安全
条 本会
論理的
原子力

度の創設
使用済

本会社は
所を廃止す

に以下の章を新設
と安全性の確保及
性の確保）
社は、次の各号の
に想定されるあら

し、以下
び事業形

要件を満
ゆる事象

発電所の事故発生

み核燃料の最終処
、脱原発社会の構
る。

時におけ

分方法の
築に貢献

の条文を追加する
態の革新

たさない限り、原
についての万全の

。

子力発電所
安全対策

る賠償責任が本会

確立
するため、可及的

社の負担能

速やかに全

を稼働しない。

力を超えない制

ての原子力発電

前項の規
からの電力

定により原子力発
融通や発電事業

電所が廃
者からの電

止されるまでの間
力調達により供給

においては
力の確保

、他の電力会社
に努めるととも



提

に、電力需
いてのみ、
案の理由

福
アク
が想
るだ
子力

島第一原子
シデントが
定される。
けでなく、
発電所を廃

要を厳密に予測し
必要最低限の能力

、真に需
、期間につ

力発電所の事故か
発生すると、関西
このような原子力
将来世代に過大な
止するべきである

ら、ひと
に留まら
発電事業
負担を残
。このた

要が供給を上回る
いて原子力発電所

ことが確実
の安定的稼

たび関西電力の原
ず広範囲にわたっ
の継続は関西電力
すおそれがあり、
め、電力需要抑制

子力発電所
て回復不可
の株主利益
脱原発に向
に向けた取

となる場合にお
働を検討する。

においてシビア
能な甚大な被害
を著しく棄損す
けて速やかに原
組みを強化する

とと
きで
場合
任の
設定
取

もに、当面
ある。なお
であっても
損害賠償制
するべきで
締役会の意

当
確保
や経
を

社は、お客
（ ）
済性（
加えた、

は他の電力会社か
、厳密な需給予測
、論理的に想定さ
度、使用済み核燃
ある。
見

らの電力
のうえ必
れるあら
料の最終

さまに良質で低廉
を大前提に、長期

）、地球環境
の観点

な電気を
的なエネル
問題への対
で総合的に

融通や発電事業者
要最低限の範囲で
ゆる事象について
処分方法の確立な

からの電力
原子力発電
の万全の安
ど極めて厳

安定的にお届けす
ギーセキュリティ
応（
勘案し、電源に

る使命を果
の確保（

ついて多様

調達に努めるべ
所を稼働させる
全対策や有限責
格な稼働条件を

たすため、安全
）

）の つの
な選択肢を持ち

続け
わ

の特
は、
に原
原

ることが重
が国は、エ
定地域への
化石燃料に
子力発電を
子力発電所
電

ため
一層
ます
た対

源の確保
の緊急対策
の安全性・
。政府にお
策により安

要であると考えて
ネルギー自給率が
依存など、さまざ
過度に依存しない
今後も重要な電源
の安全性向上対策

おります
％と極

まなリス
エネルギ
として活
について

、 原子炉の冷却機
を直ちに実施し、
信頼性向上に資す
いても、大飯発電
全性の確保が図ら

能の確保
多重性・
る対策に
所第 、
れており

。
めて低く、原油価
クに直面しており
ーミックスが大切
用していく必要が
は、福島第一原子

格の高騰や
ますことか
であり、安
あると考え
力発電所の

、 使用済燃料プ
多様性を拡充して
ついても、計画に
号機について、

、福島第一原子力

ールの冷却
まいりまし
基づき着実
これまで当
発電所の事

化石燃料調達先
ら、当社として
全確保を大前提
ております。
事故を踏まえ、
機能の確保 の
た。また、より
に実施しており
社が実施してき
故と同様の事故

は起
当

めて
する
発電
原

きないもの
社は、規制
いくことが
新たな知見
所の安全性
子力発電所

法に
の損
れて
おり
当

基づいて、
害リスクを
いる見直し
、国の負担
社の使用済

との判断がなされ
の枠組みにとどま
不可欠であると考
への対応や諸外国
向上対策を着実に
の事故による賠償

ておりま
ることな
えており
の動向も
実施して
について

事業者間の相互扶
低減するしくみが
において、国と事
のあり方を明確化
燃料は、発電所の

助により
構築され
業者の負
していた
使用済燃

す。
く、安全性向上対
、今後も、福島第
踏まえた最新の知
まいります。
は、昨年制定され

策を自主的
一原子力発
見への対応

た原子力損
資金を拠出し合っ
ておりますが、同
担のあり方につい
だくよう求めてま
料貯蔵設備におい

て積立金と
法施行から
ても検討す
いります。
て一定期間

かつ継続的に進
電所の事故に関
も含め、原子力

害賠償支援機構
して備え、巨額
年後に予定さ
ることとされて

適切に貯蔵した
後、
する

日本原燃株
高レベル放

式会社等において
射性廃棄物につい

、再処理
ては、日

することとしてお
本原燃株式会社等

ります。再
において適

処理に伴い発生
切に貯蔵されて



おり
構（
し

、 特定放
）

たがいまし

第 号
提案株主

株
議案および
（ 名）の

射性廃棄物の最終
が最終処分の事業
て、取締役会は本

処分に関す
に取り組
議案に反

主（ 名）から
第 号議案は、株
議決権の数は、

のご提案（
主（ 名）

個で

る法律 に基づ
んでおります。
対いたします。

き、原子力

第 号議案および
からのご提案によ
あります。

第 号議案
るもので

発電環境整備機

）
あります。なお、

第 号
提
本

第
（代
第

議案 定款
案の内容
会社の定款
章 脱原発
替電源の確
条 本会

提
市

可能

導入により
給しながら
案の理由
民生活や地
な限り早期

一部変更の件

に以下の章を新設
と安全性の確保及
保）
社は、天然ガス火

し、以下
び事業形

力発電や
、原子力発電の代
、もって市民生活

域経済への影響に
に脱却するために

替電源の
や地域経

配慮しな
、当面の

の条文を追加する
態の革新

再生可能エネルギ

。

ー等多様な
確保を進め、安定
済に寄与する役割

がら原子力発電に
対策として、電力

した電力を
を担う。

依存した電
需要抑制に

エネルギー源の
適正な価額で供

力供給体制から
向けた取組みの

強化
供給
入な
取
当

確保

や他の電力
力確保に最
ど多様なエ
締役会の意
社は、お客
（ ）

や経
を

続け
わ

済性（
加えた、
ることが重
が国は、エ

会社からの電力融
大限努めるととも
ネルギー源の導入
見
さまに良質で低廉
を大前提に、長期

通などに
に、中長
を図るべ

な電気を
的なエネル

）、地球環境
の観点

要であると考えて
ネルギー自給率が

問題への対
で総合的に
おります
％と極

加え、天然ガス火
期的には、再生可
きである。

安定的にお届けす
ギーセキュリティ

力発電所の
能エネルギ

る使命を果
の確保（

応（
勘案し、電源に
。
めて低く、原油価

ついて多様

格の高騰や

新増設等により
ーの飛躍的な導

たすため、安全
）

）の つの
な選択肢を持ち

化石燃料調達先
の特
は、
に原
加

有す
所の

定地域への
化石燃料に
子力発電を
えて、火力
る コ
設備更新や

エネ
き開
し

第 号

ルギーセキ
発・普及拡
たがいまし

議案 定款

依存など、さまざ
過度に依存しない
今後も重要な電源
発電については、
ンバインドサイク
新増設に取り組ん

まなリス
エネルギ
として活
姫路第二
ル発電方
でまいり

ュリティや地球温
大に積極的に取り
て、取締役会は本

一部変更の件

暖化対策
組んでま
議案に反

クに直面しており
ーミックスが大切
用していく必要が
発電所で進めてい
式の採用など、高
ます。また、再生可

ますことか
であり、安
あると考え
る世界最高
効率化を目
能エネルギ

の観点から重要な
いります。
対いたします。

エネルギー

ら、当社として
全確保を大前提
ております。
水準の熱効率を
指した既設発電
ーについても、
として、引き続

提
本
案の内容
会社の定款に以下の章を新設し、以下の条文を追加する。



第
（最
第

章 脱原発
適な事業形
条 本会

提
市

ら可

テム改革に
もとに電気
案の理由
民生活や地
能な限り早

と安全性の確保及
態の確立）
社は、多様なエネ

び事業形

ルギー源
ついての法制度の
事業を営む。

域経済への影響に
期に脱却するため

整備をふ

配慮しな
、それま

態の革新

の導入を促進するため、国に
まえ、最適な事業

がら、原子力発電
での間の対策とし

形態と自由

に依存した
て、電力需

おける電力シス
・公正な競争の

電力供給体制か
要抑制に向けた

取組
ス火
供給
そ

な競
それ

みの強化や
力等の代替
力の向上を
のため、国
争を確立す
ら法制度の
取
当
（

締役会の意
社は、安全

）

他の電力会社から
エネルギーの導入
図る必要がある。
においては、発電
る為に必要な電力
下に、本会社は最

の電力融
、多様な主

部門や電
システム
適な事業

見
確保（ ）を
）や経済性

の つの を加え

大前提に
（ ）
た、

通などに加え、再
体からのエネルギ

力小売部門の自由
改革にかかる法制
形態の確立に向け

生可能エネ
ー源の確保

化を一層進
度を整備す
て取り組む

、長期的なエネル
、地球環境問題

の観点を総

ギーセキ
への対応
合的に勘案

ルギーや天然ガ
を進めながら、

め、自由・公正
るべきであり、
べきである。

ュリティの確保
（
したエネルギー

ミッ
まい
加

部門
し

議案

クスのあり
ります。
えて、自由
の透明性・
たがいまし
に反対いた

方や需要動向を踏

・公正な競争環境
公平性を高めるた
て、あらためて本
します。

まえつつ

づくりに
めの工夫
提案のよ

、引き続き、多様

資するよう、現行
を検討してまいり
うな規定を設ける

な電源の導

の事業体制
ます。
必要はなく

入に取り組んで

のもと、送配電

、取締役会は本

以 上



．ご
株

決権
参考
行使

出席いた
主総会に
を行使す
書類 を
ください

【議決権の

だけない場合の
ご出席いただけ
ることができま
ご検討ください
ますようお願い

行使に

議決権の行
ない場合は
すので、お
まして、以
申しあげま

ついてのご案

使
、書面またはイ
手数ながら、
下のいずれかの
す。

内】

ンターネッ
頁から 頁
方法により

ト等により議
の 株主総会
、議決権をご

書面によ
．同封の
さい。

ト
す

．書面に
の午後
インター
インター
等により
ようお願

る議決権の行使
議決権行使書用紙に議案に

よる議決権の行
時 分到着分ま
ネット等による
ネット等により
議決権を行使さ
い申しあげます

使は、株主
での受付と
議決権の行
議決権を行
れる場合の
。

対する賛否をご表示のうえ

総会前日（平成
させていただき
使
使される場合は
お手続きについ

年 月
ます。

、次頁の
て をご確

、ご返送くだ

日（火曜日））

インターネッ
認くださいま

．代
株

理人

理人によ
主総会に
として株

る書

．議
議

きま
を行
ださ

面のご提

決権の不
決権の不
すが、行
う旨およ
い。

る議決権の行使
ご出席いただけ
主総会にご出席

ない場合は
いただくこ

出が必要となり

統一行使
統一行使は、他
使に当たっては
びその理由を記

ますのでご

人のために
、株主総会
載した書面

、議決権を有す
とができます。

る他の株主
ただし、代

了承ください。

株式を有する株
日の 日前まで
のご提出が必要

主の方に限
に、議決権
となります

の方 名を代
理権を証明す

らせていただ
の不統一行使
のでご了承く

．相反する議
第 号議
第 号議

号
と
注

号
と

議案およ
、第 号
意いただ
第 号議
第 号議
議案およ
、第 号

案の取扱い
案および第 号
案と第 号議案

議案につい
は相反する

び第 号議案の
議案および第
きますようお願
案および第 号
案と第 号議案
び第 号議案の
議案および第

いずれに
号議案への
い申しあげ
議案につい
は相反する
いずれに
号議案への

て
関係にあります。したがい
も賛成する旨の
議決権の行使は
ます。
て
関係にあります
も賛成する旨の
議決権の行使は

議決権の行
無効となり

。したがい
議決権の行
無効となり

まして、第
使をされます
ますので、ご

まして、第
使をされます
ますので、ご

注意いただきますようお願い申しあげます。



イン
イン

行使く

ターネッ
ターネッ
ださいます

．インターネッ
議決権行使
．当社の指
．利用環境

ト等により議
ト等により議決権
ようお願い申し

決権を行
を行使さ
あげます。

トによる議決権
サイトのご案内
定する議決権行
の制限

記
の行使につ

使サイト

使される場合
れる場合は、下記

のお手続
事項をご

いて

きについて
了承のうえ、ご

当サイト
ケー

なお、当
および通信

〔携帯電話に
上記サ

利用でき
通信）およ

（注） モー
は米国
議決権行使

は、パソコン、スマ
タイ）を用いたイ
サイトをご利用
事業者への通信
ついて〕
ービスが利用可能

ートフォ
ンターネ
いただく際
料金（電話

の場合で
ない場合がござい
び携帯電話情報
ド は株式会社

の商標また
期限

ます。（セ
送信が可能

ドコモ
は登録商

ンまたは携帯電話
ットのみでご利用
のプロバイダへの
料金等）は株主さま

あっても、携帯電

サービス（
いただけ
ダイアル
のご負担

話の機種
キュリティ確保
な機種のみ対応
、 は
標です。

のため、
しておりま
株式会

モード、 、
ます。
アップ接続料金
となります。

によっては、ご
通信（暗号化
す。）
社、

い

申

株主総会
ただきます
なお、議決
しあげます
複数回にわ
．書面とイ
到着日

ていただき
．インター
最後に行
ログイン
． ログイ

前日（平成 年
。
権行使結果の集
。
たり行使された
ンターネットに
時を問わずインタ

月 日（

計の都合上

場合の議決
より、二重
ーネットに

ます。
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